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はじめに 
 
 
 「住みがいのあるまち・浦安」を目指します。そのための基本計画を円滑に

進めてゆくためにはどのような点に配慮しなければならないだろうかとの観点

から話を進めました。 
 
 検討課題は、基本計画の基盤である基本構想内容の確認、浦安の目指す基本

目標、基本計画のあり方、行財政改革、まちづくりを推し進めてゆく行政と市

民の協働など多岐にわたりました。 
  
 第一次基本計画の達成状況分析と評価、さらには現状認識については、改め

て検証しなければならないデータ、情報量に限りがあり、引き出された課題に

ついても、その範囲での検討にとどまった嫌いはあります。 
 
 委員自身がそれぞれの経験、見識、学習、思い入れを基に、肌で感じた部分

を討議に付し、その内容を率直に反映したものです。 
 
 結果を１４の提言として提示いたしました。 
 報告書は、「提言編」で簡略に提言の目的、内容、期待される効果を述べまし

た。 
 「説明編」では、より説明が必要とした提言について述べています。 
 この検討結果が、第一歩として、行政にまた市民の皆さんによりよい一歩を

進める一助となることを期待しております。 
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これまでの検討の経過 
回 数 日時・会場 検討内容 

第１回 平成18年9月23日（土） 

9時30分～12時30分 

第3庁舎小会議室 

(1)分科会の進め方について 

(2)分科会の検討テーマと取り組み課題について 

第２回 平成18年10月28日（土） 

９時30分～12時30分 

文化会館３階小会議室 

第１議題 分科会の検討テーマと取組み課題について 

第２議題 各テーマに沿っての検討の進め方について 

第３回 平成18年11月25日（土） 

９時30分～12時55分 

健康センター第一会議室 

(1)第１回～第２回の分科会での意見・提案の整理【たたき台】の確

認 

(2)市からの現在の取り組み状況や行政の課題認識等の説明（プレゼ

ンテーション） 

(3)(1)、(2)を踏まえて、以下の諸点について検討 

①浦安市の財政（歳入・歳出）構造・その長期見通しを考える（長

期的に安定した財政構造を持続するために、どのようなことが

大切か） 

②浦安市の「強み」と「弱み」は何かを考える 

③新しい浦安市の都市経営の理念・目標を考える 

④施策の優先順位付け・重点化の視点・重点施策イメージを考え

る 

第４回 平成18年12月17日（日） 

９時30分～12時45分 

健康センター第１会議室 

(1)第１回～第２回の分科会での意見・提案の整理【たたき台】の確

認 

(2)市からの現在の取り組み状況や行政の課題認識等の説明（プレゼ

ンテーション） 

(3)(1)、(2)を踏まえて、以下の諸点について検討 

①浦安市の財政（歳入・歳出）構造・その長期見通しを考える（長

期的に安定した財政構造を持続するために、どのようなことが

大切か） 

②浦安市の「強み」と「弱み」は何かを考える 

③新しい浦安市の都市経営の理念・目標を考える 

④施策の優先順位付け・重点化の視点・重点施策イメージを考え

る 

第５回 平成19年１月27日（土） 

９時30分～13時00分 

健康センター第一会議室 

(1)検討テーマⅡに関する市からのプレゼンテーション 

①検討テーマⅡ「①市民主体のまちづくり推進のあり方・仕組み」

について 

②検討テーマⅡ「②計画的・効率的な行財政運営のあり方・仕組

み」について 

(2)今後の都市経営分科会の進め方について 

第６回 平成19年２月13日（火） 

19時00分～21時00分 

WAVE101サロン５ 

(1)課題検討チームの報告の報告と意見交換 

①財政の課題についての報告 

②市民意向の把握・反映手法の課題についての報告 

③課題検討チーム報告を踏まえた意見交換 

(2)提言検討チームに分かれて中間報告にむけた分科会提言構成な

どの検討(その１) 

第７回 平成19年２月24日（土） 

９時30分～12時30分 

第二庁舎204～206会議室 

 

(1)分科会全体でプログラム等の確認（議事要旨承認確認、プログラ

ム確認、調整会議の報告） 

(2)「協働チーム」「行革チーム」に分かれて検討 

①これまでの分科会での意見・提案の確認と整理の枠組み（提言

検討の構成）の検討・整理 

②施策の課題・方向性の検討整理 

③チームリーダーの選出、等 

第８回 平成19年３月18日（土） 

９時30分～12時30分 

第二庁舎204～206会議室 

(1)分科会全体でプログラム等の確認（議事要旨承認確認、プログラ

ム確認） 

(2)「協働チーム」「行革チーム」に分かれて検討 

①これまでの分科会での意見・提案の確認と整理の枠組み(提言検

討の構成)の検討・整理 

②施策の課題・方向性の検討整理 

(3)分科会全体で本日の検討結果の報告・確認 
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回 数 日時・会場 検討内容 

第９回 平成19年３月27日（火） 

19時00分～21時00分 

WAVE101サロン５ 

(1)分科会全体でプログラム等の確認(議事要旨承認確認、プログラ

ム確認) 

(2)「協働チーム」「行革チーム」に分かれて検討(その３) 

(3)分科会全体で浦安市の強み・弱み分析、及び浦安市の今後の都市

経営の目標・方針について検討 

第10回 平成19年４月14日（土） 

９時30分～12時30分 

文化会館３階中会議室 

報告(1)中間報告に向けた３回の準備会議の報告 

(2)中間報告までのスケジュール確認 

審議(1)都市経営分科会 中間報告提示資料 

(2)中間報告会発表内容概要 

第11回 平成19年５月８日（火） 

19時00分～21時00分 

美浜公民館第３会議室 

(1)都市経営分科会の中間報告会発表内容の確認 

(2)中間報告会後の都市経営分科会等の進め方について 

第２回 

全体会 

(中間報告会) 

平成19年５月12日(土) 

９時30分～13時00分 

WAVE101多目的大ホール 

(1)各分科会から中間報告 

(2)最終提言に向けた意見交換会 

第12回 平成19年５月26日（土） 

９時30分～12時30分 

第二庁舎204～206会議室 

 

(1)課題検討チームの報告の報告と意見交換 

①最終提言に向けて（提言の構成等、提言全体の問題点を説明） 

②スケジュールの確認 

(2)都市経営分科会の提言書の構成（章立て）について 

第13回 平成19年６月３日（日） 

10時00分～17時00分 

第二庁舎204～206会議室 

 

(1)第二期基本計画で大事にしたい基本的な考え方（基本構想の基本

理念をどのように落とし込むのか）に関する討議と整理 

(2)第二期基本計画の目標【「都市経営」の目標と表現できるか？】、

（基本構想のまちづくりの目標をどのように落とし込むのか）に

関する討議と整理 

(3)優先的な取り組みの考え方 

(4)そもそも｢都市経営｣とはどのように捉えるか言えるか 

第14回 平成19年６月10日（日） 

13時00分～17時00分 

WAVE101サロン６ 

(1)都市経営分科会提言書の取りまとめについて〈分科会全体で〉 

①協働 ②行革 ③今後の課題 ④基本認識 

第15回 平成19年６月23日（土） 

９時30分～12時30分 

健康センター第一会議室 

報告(1)横断課題に関する打合せ結果報告 

①市民大学 ②協働 ③市民活動促進 

審議(1)提言に関する討議 

①協働について ②行革について 

第16回 平成19年７月14日（土） 

13時30分～17時00分 

第二庁舎204～206会議室 

報告(1)提言書作成状況 

～構成、ページ数等 

審議(1)提言に関する討議 

①協働について ②行革について ③提言書第1章 

第17回 平成19年７月21日（土） 

９時30分～12時30分 

第二庁舎204～206会議室 

報告(1)提言書作成状況 

～構成、ページ数等 

審議(1)提言に関する討議 

①協働について ②行革について ③提言書第1章 

第18回 平成19年８月５日（日） 

13時00分～16時45分 

WAVE101サロン５ 

(1)提言の項目と内容について 

①何をどのように提言するか 

～草稿を基に、提言の取捨選択 

～提言書の構成見直し 

(2)提言書完成に向けての作業について 

第19回 平成19年８月19日（日） 

13時00分～17時00分 

第３庁舎２階大会議室 

(1)主要提言（１４提言）補足 

(2)文調の統一 

第20回 平成19年８月25日（土） 

９時30分～12時30分 

第二庁舎204～206会議室 

(1)提言書（各論） 

(2)提言書（総論） 
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０．都市経営分科会 提言骨子 

～「浦安丸で、将来に向かってみんなで協力して航海を！」～ 
 

 コンテナに種々の提言を乗せた「浦安丸」（浦安市自治体） 
 

◇目的地は「住みがいのあるまち」です。 
 

 

◇船長（市長）は、船体機構（都市経営体制）を整え、

海図と羅針盤を用意して、航海を準備します。 

◇水先案内人（議会）は、準備状況を確かめて、船長に

進言します。 
 

◇ボイラーマンは、長期間にわたる安全な航海のため、

航海の様々な苦難を考えて燃料（財政）を準備して使

い方を考え、乗組員に周知します。 
 

◇乗組員（市民・市職員）は、安全な航海を協力して進

めるため、話し合いながらお互いの役割を確認しあい、

切磋琢磨して技術を磨きます。 
 

◇そして、安全な航海を切り開く決まりをつくります。 

 

 これで、準備ができました。いざ、船出の時です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 住みがいのあるまち 

浦安号 

財政コンテナ 

（協働） 

人材コンテナ 

システムコンテナ 

【提言①】 

都市経営目標提言 

（行政改革） 

【提言②】 

自治基本条例提言 

【提言③】 

都市経営計画提言 

【提言⑤】 

健全財政提言 

【提言⑥】 

財政情報公開提言 

【提言④】 

行財政運営５原則提言 

【提言⑦】 

市民人材育成提言 

【提言⑧】 

職員人材育成提言 

【提言⑨】 

協働の仕組み提言 

【提言⑪】 

広聴改革提言 

【提言⑩】 

市民会議発展型提言 

【提言⑫】 

評価機関提言 

【提言⑭】 

事務事業仕分け提言 

【提言⑬】 

行政評価改革提言 

１．浦安の都市経営目標を確立

する 

２．浦安の都市経営体制を確立

する 

３．都市経営の安定した財政基

盤を確立する 

４．都市経営の規範と人材を育

成する 

５．協働による都市経営システ

ムを創り上げる 
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１．浦安の都市経営目標を確立する 
 

 

 

 

◆ 提言目的 
 
 浦安市が「住みやすいまち」を超えた「住みがいのあるまち」を標榜する主な目的は、次

の 2つである。 
① 浦安独自のまちづくり（都市経営）の基本方向を、現行の基本理念、基本目標を活かす

形で明示することにより、まちづくりへの市民の関心を高め、積極的な市民参加を促進す

る。 
② 基本計画、実施計画などの策定に当たって、この「住みがい」要件を施策優先度（特に

重要度）の判断・選択基準にすることにより、協働によるまちづくりの行動規範となる。 
 

◆ 提言内容 
 
 都市経営の長期ビジョン、まちづくりの基本方向として、他市に先駆けて 10 年後の浦安
市を、名実とも日本屈指の「住みがいのあるまち」にする。 
 「住みがいのあるまち」の定義と到達目標は、次の５つの要件を市民の過半数が実感して

いることである。 
① 市民と市長はじめ市政関係者が相互に信頼し合っているまち（信頼） 
② 市民がここに住むことに誇りと愛着を感じているまち（誇り） 
③ 市民同士、市民と市長はじめ市政関係者がつながりを持っているまち（連帯感） 
④ 市民がまちづくりに積極参加して、まちの発展に貢献しているまち（貢献実感） 
⑤ 将来に希望や夢が持てるまち（夢･希望） 
 

7

「住みやすいまち」から「住みがいのあるまち」へ

住みやすいまち

（住み心地のいいまち）

住みにくいまち

（嫌いなまち）

（住みたくないまち）

住みがいのあるまち

（素晴らしいまち）

住みたいまち

（好きなまち）

満足度

住
み
が
い
度

＜まち4分類表＞

都市経営分科会

 
3

現行理念と「住みがいのあるまち」

人間尊重

個性協働

「住みがい」は
マズローの５大欲求
を満たすイメージ。

自己実現

自尊・承認

帰属と愛

安心･安全

生理

個性

協働

人間尊重

「基本理念」「基本目標」
を活かした
「住みがいのあるまち」

「住みがいのあるまち」
個性＝誇り、夢･希望
協働＝連帯、貢献
人間尊重＝信頼

夢･希望

誇り

貢献

連帯

信頼

住
み
が
い

↑

↓
住
み
や
す
い

人が輝き
躍動する

 
 
◆ 期待される効果 

 
 上記５つの「住みがいのあるまち」要件を加味した市民意識調査を実施し、「住みがい」度

を定期的、定量的に測定して広く市民に公表する。（毎年または隔年実施が望ましい）この「住

みがい」度調査により、次の効果が期待できる。 
① 浦安市民と市長はじめ市政関係者との信頼度の向上 
② 市民のまちへの誇り、愛着度、定着度の向上 
③ 市民同士の対話・交流の活発化、まちづくりへの市民参加率の向上 

【提言①：「住みがいのあるまち」提言】 

10年後の浦安市を名実とも日本屈指の「住みがいのあるまち」にする 
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２．浦安の都市経営体制を確立する 
 

 

 

 

 

 

◆ 提言目的 
 
 市民の手によって、「まちづくり（地方自治）の本旨」を実現する基本原則とその仕組みづ

くりを目指す。 
 「まちづくり（地方自治）の本旨」とは、まちづくり（地方自治）が、住民から信託を受

けた浦安市（地方自治体）の責任において運営されるということ（団体自治）と、市民（住

民）の参加によって運営されるということ（住民自治）から成り立つという考え方である。 
 
◆ 提言内容 
 
 地方分権の改革に沿って、自治体（浦安市）の基本理念・基本原則を明文化し、都市（浦

安市）経営に関する基本的な事項を網羅するとともに、住民の権利と役割・責務、議会と行

政の役割・責務を明らかにし、総合条例として定める。そのための、「条例素案策定委員会」

を立ち上げ、十分な準備、検討を行い、５年以内の制定を目指す。 
以下は、検討組織の試案 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）検討手順 
○第一段階：準備段階（検討の場、環境づくり。市民検討チーム主導）勉強会、市民意識

調査実施。検討会議設置の可否討議。 
○第二段階：素案策定と市長への提示。 
○第三段階：案の市長への提示と審議 ＊住民投票 
○第四段階：議会審議と施行。以降定期、および環境変化に応じて見直し。 

２）構成と役割 
○市民検討チーム：公募市民からなる。市民として条例に盛り込むべき内容の検討と提言 
○職員検討チーム：市職員からなる。行政として条例に盛り込むべき内容の検討 
○議員検討チーム：議員からなる。議員として条例に盛り込むべき内容の検討。(追加) 
○条例素案策定委員会：各チームから代表者（複数）と必要なアドバイザーからなる。各

検討チームの提言を受けて条例素案の作成 
◆ 期待される効果 
① その都度ごとの施策による、都市経営のぶれを排除し、明文化された、市民主体のまち

づくり原則に則っての経営がなされる。 
② 浦安市民が提案、創り上げる自らの「浦安憲法」に誇りと連帯が増す。 

【提言②：自治基本条例提言】 

浦安市の都市経営の基本原則（自治憲法）を「まちづくり基本条例（自

治基本条例）」として明文化し、市民・議会・行政が共有する 

（審議・議決） 

素案提言 

 

市民検討 

チーム 
職員検討 

チーム 

市  長 議 会 

 
市  民 

１）地域団体 
２）市民団体 
３）企業 

浦安自治基本条例 

素案策定委員会 

意見交換 

議員検討 

チーム 

素案提言 
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◆ 提言目的 
 総合計画（基本構想－基本計画－実施計画）を民意を反映した浦安市の公共の都市経営計

画として明確に位置づける。具体的な都市経営目標を市民と議会・行政が共有でき、行政サ

イクル等にあわせて修正可能な経営計画として、位置づけや体系づける。 
 
◆ 提言内容 
１）都市経営計画の基本的な考え方 
① できる限り具体的な目標を設定する。 
② 計画期間内に達成可能な目標を設定する。 
③ 財政の収支予測を随時行えるような簡易システムを構築する。 
④ 想定し得る予見を十分検討し、織り込む。リスク管理を念頭に置く。 
⑤ 長期計画期間の財政のシナリオを描き、計画を立案する。 
⑥ 状況が財政のシナリオから乖離したら、随時計画の見直しができる体制を整える。 

２）浦安市の都市経営計画として「総合計画」の位置づけ・体系を変更する。 
① 基本構想・基本計画を浦安市の長･中期経営計画と位置づける。 
・基本構想期間は１２年間とするが、実質的な目標達成年は１０年目とする。 
・最後の２年間は次期計画の検討期間として重複させる。 
・ 基本計画（実施計画）の改定にあわせて基本構想の見直し（ローリング）する。 
・議会承認（議決）を必要とする。 

② 基本計画（実施計画）を浦安市の中期経営計画と位置づける。 
・計画期間は４年間とする。 
・議会承認（議決）を必要とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 数量的把握・評価が可能な成果目標を設定する。 
・基本構想に長期財政シナリオを描き、改定時に実績との乖離を検証できるようにする。 
・基本計画（実施計画）に施策・事務事業の評価が可能な成果指標を組み込む。 

④ 実施は、十分な検討を経て、段階を追って行う。今期の基本計画にこの変更を要請す

ることではない。 
 

◆ 期待される効果 
① 常に計画の妥当性を監視することが可能となり、硬直的な都市経営に陥ることを防止で

きる。 
② 基本計画（実施計画）を市長・議会の任期と一致させることにより、計画策定を効率的

に行うことが可能となる。 
③ ２つの重要な経営計画（長期経営計画としての基本構想、中期経営計画としての基本計

画（実施計画））への議会の認識が深まり、結果的には議会の行政チェック能力を高めるこ

とができる。 

【提言③：都市経営計画提言】 

都市経営の考え方に基づいて総合計画を再編し、議会承認を得て着実に

実行する 

基本構想（計画期間12年） 

次期基本構想（計画期間12年） 

基本計画（実施計画）期間4年） 

見直し 見直し 

基本計画（実施計画）期間4年） 

基本計画（実施計画）期間4年） 
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◆ 提言目的 
 
 市民が描く都市像（住がいのあるまち）の実現を図るため、行財政運営における基本原則

を明文化する。また、その業務基準を定め、行政評価の判断基準として機能させる。 
基本原則の明文化は、市民が求める“都市像”の実現を、市民が“実感できる”ものにす

るための制度であり、市民と行政の良好なパートナーシップをつくる仕組みでもある。 
 
◆ 提言内容 

 
 基本原則は、行政サービス水準を公平かつ効率的に達成するための制度的手段である。 
① 規律性は、市民と職員の使命や行動規範、財政規律となる指標や責任等を定め明文化し

て規範とする。 
② 公平性は、適正な行政需要の把握、受益と負担の乖離を最小化する。 
③ 効率性は、競争性の確保とＶＦＭ（注）を徹底し経済非効率を是正する。 
④ 透明性は、価値判断の材料となる情報の公表及び公開を徹底する。 
⑤ 客観性は、客観的指標による判断基準の明確化を図る。このための業務基準を定め、明

文化して規範とする。 
⑥ 実施状況については、市民参加の評価機関を設置してこれに当たる。（提言１２参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 期待される効果 
 行財政運営の基本原則は、公平かつ効率的な行政サービス水準を確保する規範ルールであ

る。 
 これにより行財政運営に係わる政策と成果の関係（因果律）が市民に明らかになる。 
① 財政支出を削減し、行政サービス水準の設定がより明確になる。 
② 納税者の権限（行政需要と政策関与）と責任（税負担と成果の帰属）の乖離が縮小する。 
③ 行政に対する裁量抑制機能が働き、適正な行財政運営に対する動機付けが生じる。 
④ 市民と行政に信頼が形成され、良好なパートナーシップによる公共空間が構築される。 
 
注）ＶＦＭ（Value For Money） 

 国民が支払う税金（Money）に対し最も高い価値（Value）のサービスを提供する考え方。 
 例えば、国民が支払う同一目的の２つの事業を比較したとき、同一の経費の下で、より質の高い

サービスを提供する方、同一水準のサービスである場合は、より低い経費で提供する方が、高いＶ

ＦＭを達成したこととなる。 

【提言④：行財政運営５原則提言】 

行財政運営の基本原則である規律性、公平性、効率性、透明性、客観性

を明文化する 

チエック

チエック

チエック

規律性

透明性・客観性 公平性・効率性

市民
参加

市民
参加

市民
参加

市民評価システム

市民協議
会

評価

評価
評価

行政

市民の,市民による,市民の
ための自治体経営！ 
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３．都市経営の安定した財政基盤を確立する 
 

 

 

 

 
◆ 提言目的 

 
 現在、浦安市の財政は健全性が維持されているが、長期を見通すと漫然と安心できる状況

にはない。【参考資料提示】 
 浦安の安定した都市経営を継続していくため、健全な財政構造の目標とそれを維持してい

くための見通し（財政ビジョン）を明確にする。安定した財源確保に向けて,市民、産業が定
着する魅力ある「住みがいのあるまち」づくりを進め、市民と行政の協働を基本とした高度

で効率的な公共サービス維持を目指して、財源の効率的な優先配分（施策の優先化・事業の

効率化）を進めることで、財政を安定化させる。 
 
◆ 提言内容 

 
１）長期財政ビジョンの明確化 
・長期財政シミュレーションを行い、健全な財政構造の目標とそれを維持していくための

見通し（財政ビジョン）を明確にする。 
・将来バランスシートや財務的シミュレーションにより、成果志向の行財政改革を促す。 
・課税自主権の拡大及びその行使、地方債、投資的経費などに代表される「受益と費用負

担」の問題について市民への充分な説明責任を果たす。 
２）財源の効率的な優先配分（施策の優先化・事業の重点化・効率化）の考え方 
① 施策優先化の視点 
【長期安定した歳入確保の視点】 
・歳入の大半を占める市民税、固定資産税の維持・増収、法人市民税増収という面から、

子育て世代や中高所得層などが増加・定住し、企業社会をリタイアした後にも起業で

きる地域社会づくりや職住近接を指向する優良企業の立地する「住みがいのある」ま

ちづくりへの優先化 
【歳入と均衡ある効果的な歳出管理の視点】 
・地方自治体における行政の二つ役割（「ア．安心の給付の保障責任」と「イ．チャレン

ジへの社会的トランポリン」）から、行政サービスの選択と優先化 
ア．絶対的要件として、教育・福祉・医療・防災という基礎的ニーズ、生活の容器と

しての環境保護への対応 
イ．財政余力を活用した、市民力の強化への対応 

② 施策優先化の執行のあり方（事業の重点化・効率化） 
・政策（長期）・施策（中期）・事務事業（短期）に対する市民ニーズ（行政評価市民調

査、市長マニフェスト、等）や行政サービス水準のベンチマークなどによる施策優先

方向の判断 
・市民（市民活動・企業）との協働を基本とした行政サービスの仕分けと、公共サービ

スにおける市民（市民活動・企業）と行政の適切な役割分担 
・管理会計手法導入と行財政運営５原則（規律性・公平性･効率性･透明性･客観性）の徹

底、市民参加による都市経営のＰＤＣＡサイクルの確立による事業の重点化・効率化 
 

◆ 期待される効果 
 
 都市経営の基盤となる財政に関する情報が共有され、市民ニーズに合致した効率的・効果

的な都市経営が可能となる。 

【提言⑤：健全財政提言】 

継続的に安定した財政を維持するため、「入るを量って出るを制す」の原

則のもと、効率的・効果的な財源配分を講じる 
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◆ 提言目的 

 
 地方財政は、地域社会の共同事業を地域市民の共同意思決定に基づいて実施するための『共

同の財布』である。 
 納税者である市民が都市経営の「意思決定と評価」を行えるような、都市経営情報を提供

し、経営の透明性を高め、市民の都市経営への参画意識と市への信頼性を向上させていく。 
 
◆ 提言内容 

 
１）市民にも「費用と成果の測定が可能」な事業別予算・決算書を作成する。 
 市民にも「コストの把握及び成果の測定が可能」な都市経営情報を提供する。 
① 公共サービスの内容を個別事業ごとに説明した「簡素」かつ「市民の理解しやすい」

事業別予算書・決算書の作成し、予算編成や決算分析に活用する。 
② 「基本計画」に数量的把握が可能な目標値を設定し、その達成度を表すものを政策評

価の役割とする。 
③ 課税自主権の拡大及びその行使、地方債、投資的経費などに代表される「受益と負担」

の問題については、評価機関にて、官民共同による議論を行う。 
 
２）インフラ資産や将来世代の負担といった「ストック情報」を開示する。 
 バランスシートは、市民が自治体の財政診断を行うにあたって必要不可欠となる様々な

情報を含んでいる。今後の浦安を示す『羅針盤』となる分かりやすい情報を提供する。 
① 「今後起債をしなければ何年で償還可能か」、「将来世代にも安定した行政サービスが

提供可能か」といった、「将来世代の負担」を表す情報を積極的に開示する。 
② 諸施設、コンピュータソフトウエアを含め、必要資産の更新を念頭に相応の処置を講

じ、内容を開示する。（減価償却概念の応用などで） 
③ 安定した行政サービスを提供するために重要な意味を持ち、今後、民間活力（ＰＦＩ

など）の活用が予想される「インフラ資産（道路や橋・河川の堤防や港湾など社会的産

業基盤と病院・上下水道などの社会的経済基盤）」に関する情報を詳細に開示する。 
④ ストック情報の前提となるバランスシートは、発生主義・複式簿記に基づく事業別の

予算書・決算書を利用して作成する方向で準備・検討を行う。 
⑤ ストック情報の信頼性を確保するため、今後、評価機関にて、決算統計の作成プロセ

スで保存すべき資料等を規定し、公認会計士による委託型外部監査制度を受ける方向で

準備・検討を行う。 
 
 

◆ 期待される効果 
 
① 「国に頼らない地方主権の時代に即した財政」への市民の理解。 
② 「情報の共有」が、行政と市民のパートナーシップ関係の構築に貢献。 
③ 市民及び市場の信用を確保し、健全な財政の持続可能性を担保。 
④ 成果評価と予算編成の連動、行政に「顧客主義」の感覚ができることで行政の信頼度の

向上。 
⑤ 行政の市民への説明責任の充実と履行。 

【提言⑥：財政情報公開提言】 

市民（納税者）に、わかりやすい経営情報として財政情報を提供し、市

民の都市経営への参画意識と経営の透明性、行政への信頼性を高める 
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４．都市経営の規範と人材を育成する 
 

 

 

 

 
◆ 提言目的 

 
 市民が社会貢献や自己実現を実感しうる社会を創ることを目指して幅広く活動を展開して

ゆくに際して、市民自身が「都市経営に求められる資質」をひとつ一つ学び、身につけて行

くことから始めてゆく。 
 
◆ 提言内容 

 
１）市民まちづくり大学の創設 
 市民と市との協働による質の高い都市経営を推進する市民活動や地域活動、市民本位の

産業活動の中核となるリーダー・専門家の育成・活用とともに、市の都市経営政策への市

民提言及びモニタリング・評価などを行う「市民まちづくり大学」を市民の手で創設する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）学校教育における社会貢献教育 
 浦安の次世代を担う人材育成として教育（義務教育・高等学校教育）を充実するとと

もに、実践的な社会貢献教育を組み込む。 
３）社会貢献意識を高める市民運動（うらやす「ありがとう市民運動」）の展開 

 「ありがとう」（感謝する心）は教育再生の切り札であり、感謝すれば不満はなくなる。

生きがい、働きがいの再生のため、家庭・学校・企業社会で心をこめた「ありがとう」。 
４）コミュニティ活動の推進（市民活動・交流分科会提言参照） 

① 市民活動センターの有効利用。人材育成の観点からのプログラムの検証。 
② 既存の市民利用施設（老人クラブ、町内会集会所）を公の施設として、より広範囲

な地域活動拠点・多目的利用が可能なコミュニティセンターとして活用できるように

する。 
 
◆ 期待される効果 

 
① 市民の専門性を活かすことにより、行政（サービス）の質、効率向上、多様なニーズへ

の対応が可能になる。 
② 市民の参加により社会への貢献や達成感を味わうことを通じて、市民の意識向上や郷土

愛の涵養、さらには自己実現を実感しうる場が提供されることになる。 

市民まちづくり大学 
 

・浦安の歴史・文化・自然等の特色（強

み、弱み）の学習（生涯教育） 

・まちづくりの中核となる人材育成と

活用の橋渡し（人材ﾅﾚｯｼﾞﾊﾞﾝｸ） 

・市民主体で市の都市経営政策への市

民提言・モニタリング・評価などを

行う。 

・住みがい調査の定期実施など市民意

向の集約と分析・情報発信 

・企業経営経験者の積極活用（企画運

営、講師など） 

・知恵産業、知恵ビジネスの発信、等 

市民活動支援組織（中間

支援組織）の機能強化 
※市民活動・交流分科会提言 

 
・市民活動センター 
・ボランティアセンター 

ＮＰＯ 

地域活動センター 
※市民活動・交流分科

会提言 

・地域活動のﾈｯﾄﾜｰｸ・

情報発信拠点、ｺﾐｭﾆﾃ

ｨｾﾝﾀｰとして、公民館

や自治会会館、自治会

集会所、老人倶楽部会

館等の機能・運営手法

の再編 

民間企業等 

大学・研究機関等 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
活動団体 

浦安市行政機関 

【提言⑦：市民人材育成提言】 

市民の手で「市民まちづくり大学」を創設し、これを核として都市経営

の基盤であるまちづくり市民人材を育成する 
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◆ 提言目的 
 
 市民と行政との協働による都市経営においては、行政職員の高度な能力と効率的でスリム

な体制が求められる。 
このために、これからの地方自治のあり方、自治体が担う新たな使命、職務を理解し、倫理

感とリスク管理感覚にすぐれ、時代の変化に即応して自ら考え問題解決に取り組む能力の高

い職員を育成する。更に、タスクフォース制（少数精鋭且つセクションの壁をのりこえて）

を導入し、職員ひとり一人の能力が発揮される効率的でスリムな体制づくりを進める。 
 
◆ 提言内容 

 
１）職員意識改革と能力向上 
 民間企業に比べて行政サービスの生産性には相当の改善の余地がある。職員に民間企業

のセンスの導入は必須である。職員ひとり３役（マルチプレーヤー）を目指して、職員意

識改革に根ざした能力の向上を進める。 
① 民間企業と自治体の人事交流：国内企業への留学制度を充実する。 
② 「目標管理制度」や成果に基づく人事制度（例えば、管理職との成果契約）を全庁的

に導入して、各自の自己啓発を促すとともに努力を重ね成果を出した職員の給与や待遇

が引き上げられるようにする。 
③ 職員研修の大幅な充実を図る手段として「職員能力開発センター」の設置を検討する。 
④ 提案内容を人事考課に加味するなど今以上のインセンティブを与えることで、職員提

案制度を民間企業並みに活性化する。 
 
２）職員が能力を発揮できる行政組織改革 
 浦安市の行政運営に関わる職員数は、少数（例えば、官営と民営との同じ事業での生産

性を考慮すれば、現状の６割程度の人員）精鋭主義を旨として、職員ひとり一人の能力が

発揮されるフラットで意志決定のしやすい簡素な体制づくりを進める。 
① 課題ごとに各部課から機動的に人員と予算を投入し、問題解決をはかるタスクフォー

ス（少数精鋭）制度を導入する。縦割りの業務のムダを排除する。 
② 権限の下部移譲を進め、部課長が迅速に意志決定（各部課の主体性を活かした予算編

成など）のできるフラットな体制づくりを進める。権限基準の明文化を行い規範とする。 
③ 外部人材を、事業ごとの一定期間契約を含め活用し、多様な目線を行政に組み込む。

人材ナレッジバンクを活用した市民人材の有期嘱託としての採用、民間企業人材の登用、

等。 
 
◆ 期待される効果 

 
① 行政職員の高度な能力と効率的でスリムな体制が確立して、市民と行政との協働による

都市経営が円滑に行なわれる。 
② 市民まちづくり大学など市民人材育成策との相乗効果で、高度な「協働」が可能となり、

「住みがいのあるまち」づくりが促進される。 
③ 課題を先取りして自ら考え行動できる能力と意欲と倫理観の高い職員が多くなれば、「行

財政運営５原則」に即した行財政運営が実現し「リスク管理能力」も高まる。 

【提言⑧：職員人材育成提言】 

時代の変化に即応して自ら考え問題解決に取り組む、倫理意識と能力の

高い行政職員を育成する 
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５．協働の都市経営システムを創り上げる 
 

 

 

 

 

◆ 提言目的 
 
 市民と行政の協働による都市経営体制を創るため、都市経営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）

を通して、行政への市民参加と市民の目線に沿った行政改革を進める「市民と行政との協働

の仕組み」を創り上げる。 
 
◆ 提言内容 

 
① 計画（Plan）段階→既存のパブリックコメント制度や審議会制度の他、多様で多くの市

民の意向を把握・反映する総合的広聴システムや市民会議方式の発展 
② 実施（Do）段階：市民及び市職員の人材育成を通した協働事業や行政改革推進 
③ 評価（Check）段階：行政評価への市民参加と評価システムの構築 
④ 改善（Act）段階：評価を反映させた公共サービスの担い手の再分担と効率性の向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：点線で示されたものは、 

想定されるが、本提言編で触れていないもの。 
 
◆ 期待される効果 

 
 ４ｋｍ四方という中規模都市の浦安市にとって、協働が実を結ぶことは、市民と行政の間

の風通しを良くし、浦安市の求心力の向上、市民の団結に寄与するもので、浦安を「住みが

いのあるまち」にする、重要な要件である。 

【提言⑨：協働の仕組み提言】 

都市経営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）を通した、市民と行政の協働の

仕組みを創り上げる 

 

都市経営 

サイクル 

 

行政評価 

システム 

 

行政評価 

市民調査 

 

事務事業 

仕分け 

 

市民ﾆｰｽﾞ 

分  析 

都市経営

計画 

予算編成 

 

行政組織

改革 

 

市民会議

発展型 

 

協働事業 

提案 

 

事務事業

改善提案 

 

評価機関 

総合的な

広聴広報 

システム 

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒ

ﾝﾄ 

審議会等 

市民まち

づくり 

大学 

 

職員人材

育成 

 

行政評価 

白書等 

 

市場化 

テスト 

市 民 

行 政 

計画 

P 
 

実施 

D 

 
評価 

C 
 

改善 

A 
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◆ 提言目的 
 
 今回の浦安市民会議は、市長の呼びかけに「自主的に集まった市民」が中心となり、学識

経験者及び市職員との協働（委員として設置要項で委嘱）により、「白紙の状態」から「市の

基本計画に対する提言」を「市民の目線」でまとめ、「基本計画に市民意見を反映」させる取

り組みである。「浦安市民会議」の取り組みは、浦安市にとって始めての試みであり、市民会

議の位置づけや運営手法などに課題があるものの、議会制民主主義を補完する、いわば「討

議制民主主義」として、市の重要な計画策定への市民参加手法となるものである。 
 今回の取り組みの成果と課題を検証しながら、将来もしくは長期的に市民に大きな影響を

与えると思われる都市経営課題について、市民の目線で市民が検討・提言する仕組みを発展

させる。 
 
◆ 提言内容 

 
１）検討課題としては次のようなものが考えられる。 
① 将来もしくは長期的影響が大きな課題 
・近隣の市との将来における合併是非の検討 
・自治基本条例など市の重要な条例制定の検討 
・市の経営計画となる「総合計画（基本構想－基本計画－実施計画」の見直し検討、等 

② 市の経営計画の実行状況のモニタリングと市民本位の評価 
・重要な施策、事務事業の実施状況の監視 
・評価機関での評価の参考となる市民本位の行政評価に実施と改善提言 
・市民の目線からわかりやすい行政評価基準の検討、等 

③ 経営計画を市民が実行する行動計画づくり 
 

２）組織の運営要領 
① 組織形態 
・改めて課題ごとに市長が委員を召集し、委嘱する。 
・課題ごとに市役所担当部門や学識経験者との「協働」で運営する。 
・提言の民意代表性・公平性を考慮して、市民の自主的なボランティア参加の他に地域

代表・各種団体代表などを加える。 
・一般市民については年代や居住地域などを考慮して無作為に参加を要請する“陪審員

方式”などによる参加意識の喚起も必要。 
② 提言の位置づけと反映の仕組み 
・行政側は提言を真摯に取り上げ、検討・改良を加えて、必要とあれば市議会にかけ、

提言の反映に努力する。 
・都市経営センター・議会・行政の三者が互いに補完・協調しあう制度を構築し、自治

基本条例で担保する。 
 
◆ 期待される効果 

 
① 市政への市民参加の促進 
② 市民相互の、そして市民と行政のコミュニケーションがはかられることにより、市の行

政施策を実行する協働効果が得られる。 

【提言⑩：市民会議発展型提言】 

市民に大きな影響を与えると思われる都市経営課題を、市民の目線で市

民が検討・提言する仕組みを発展させる 
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◆ 提言目的 
 
 市民意向を反映させた都市経営を進めていくためには、多様な市民の意見を聴き、それら

を総合的に分析し、経営計画や予算編成へ的確に反映させていく仕組みが必要である。 
 このため、調査目的に応じて市民意識調査を体系的に組み立て直すとともに、多様な市民

の意見を直接的・間接的に聴く手法を拡充する。市民意見を集約して総合的に分析し、基本

計画や予算編成へ的確に反映させ、反映結果を市民に回答する総合的な双方向性を持つ広聴

システムを創る。 
 
◆ 提言内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）行政評価市民調査（調査目的に応じて市民意識調査を体系的に再編） 
 従来の市民意識調査を調査目的に応じた行政評価市民調査に再編する。 
 なお、各調査の前提には浦安市の政策、施策、事務事業を常時、わかりやすく市民に知

らせる広報システムの整備と充実が不可欠である。 
① 政策評価調査 
・市民の行政施策への満足度は行政への信頼度と大きく相関する。行政施策の質の向

上をはかる行政改革の方向性を探る「行政信頼度調査」を検討・実施する。 
・市民が能動的に都市経営に参画する協働システムの検証・評価の指標となる「住み

がい度」指標を構築し、効果を計測する「住みがい度調査」を検討する。 
② 施策評価調査 
・従来の市民意識調査から「施策満足度・重要度」調査を分離し、各施策を構成する

事務事業の効果を検証して予算配分の重点化を検討する指標として、毎年度の予算

編成時期にあわせて実施する。 
・施策への不満の具体的内容を自由回答方式で求め、施策を構成する事務事業の具体

的な改善内容を把握する。 
③ 事務事業評価調査 
・一定規模以上の新規・拡充事業及び継続的な主要事業については、事業内容と予算

政策 

施策 

事務事業 

行政評価市民調査 

・行政信頼度調査 

・「住みがい度」調査 

・施策満足度・重要度調査 

 

・主要事業納得度調査 

・新規事業納得度調査 

多様な広聴 

手法の実施 
 
・市長への手紙 
・各課へのメー

ル 
★グループイン

タビュー 
★市長と語り合

う会、等 

 

市民ﾆｰｽﾞ 

分  析 

システム 

 

 

 

行政評価 

システム 

 

分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス） 
・各種調査結果の公表（ＨＰ、調査結果報告書・要旨） 

・市民ニーズデータバンク（市民意見の分析整理と対応方針の公表） 

・行政評価白書（事務事業評価、施策・政策評価への反映結果の公表） 

・コールセンター設置、等 

【提言⑪：広聴改革提言】 

多様な市民ニーズを都市経営に反映できるように、総合的な広聴システ

ムを創り上げる 
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額等を示して、事業に対する市民の納得度を把握し、事業の「事前評価」に活用す

る。 
・調査は実施計画改定時期や当該事業実施年度予算編成時期にあわせて実施する。な

お、評価対象事業数が多い場合、施策部門ごとに区分した調査を検討する。 
 

２）市民意識調査の実施手法の改善 
① 現行の無作為抽出・郵送方式による市民意識調査の信頼性を高めるため、統計学的な

改善（サンプル数を減らし回収率向上（50％→70％）のための工夫。調査経験者の５年
間除外、選択肢提示順序のローテーションを実施、等） 

② 無作為抽出による調査の他、調査目的に応じて層別・業態別の調査手法の検討・導入。 
③ インターネット、携帯端末を利用したモバイルアクセス技術やＳＮＳ（Social 

Networking Service）を活用したアンケート調査手法の検討・実施。 
④ 庁内でのデータ集計・分析機能の強化。 

 
３）多様な広聴手法の実施と総合的な市民ニーズ反映システムの構築 
① 従来の「市長への手紙」や各課へのメールでの問い合せ・意見収集の仕組みに加え、

必要に応じてグループインタビューや「市長と語る会」など多様な広聴手法を検討する。 
② 多様な手法で得られた市民の市政への意見・提案を総合的に集計・分析し、「政策」・「施

策」「事務事業」に振り分けて課題を整理し、行政評価市民調査結果と総合化する市民ニ

ーズ分析システムを構築する。このため、市民を交えた「広聴専門委員会」を設置する。 
③ 行政評価システムにおいて、こうした分析結果を活用し、政策・施策・事務事業の評

価と改善方向の検討を進める。 
 

４）分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス） 
① 各種の調査結果を市民にわかりやすい表現で、ホームページや報告書で公表する。 
② 従来の「市長への手紙」の回答システムを活用し、様々な手法で得られた市民の意見・

提案を束ねて、どのように市政改善に反映されたか、何故反映されなかったかを明確に

公表する「市民ニーズデータバンク」の仕組みをつくる。 
③ 各種の行政評価において、こうした市民の意見・提案がどのように活用され、反映さ

れたか、市民にわかりやすく報告する「行政評価白書」をつくり、ホームページや報告

書で公表する。 
③ こうした仕組みでつくられる「Ｑ＆Ａ」を活用し、同様の市民からの電話での問い合

わせや意見に対して、総合的に対応・回答する「コールセンター」を設置する。 
 

◆ 期待される効果 
 
① 市民の意向が体系的に継続的に捉えられるようになる。 
② 市民ニーズに沿った都市経営計画の作成と評価・改善が可能となる。 
③ 市民意向がどのように市政に反映されたか市民が理解でき、市民の行政への信頼度向上

につながり、自治意識が高まる。 
④ 市民同士が市民ニーズを共有することで、市民活動や地域活動を考える素材となる。 
⑤ 各種調査を通じて市民に直接聴くことによって、市民の政策、施策、事務事業に対する

関心や理解が高まる。 
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市民 
学識者 

市職員 
議員 

評価機関 

 
 

 

 

 

 
◆ 提言目的 

 
 近年、三位一体改革による税制改革・税源委譲、地方分権改革等、社会的変化が激しい時

代である。市民は、新しい公共空間を形成するため、行政評価のツールを使い政策形成や成

果の獲得に積極的に取り組む必要がある。 
 市民は、納税者としての権限と責任の範囲において、最適な行政サービス水準の実現に向

けた行政監視が求められる。 
 この行政監視機能は、行財政運営における基本原則がどのように行政に反映され、成果が

市民に還元されているか等、市民の目線で行政評価に関与するもので、全国的にも極めて先

駆的な事例である。 
 
◆ 提言内容 

 
 評価機関の概要は、以下のとおりである。 
① 「浦安市評価機関設置要綱」を定める。 
② 構成員は、学識者・市議会議員・公募市民・市

職員等とする。 
③ 所掌事務は、政策・施策・事業に係わる基本的

な評価である。 
・大規模事業の事前評価 
・一定規模の評価方法、評価基準及び評価指標 
・評価結果の公表 
・市民に対する情報提供 
・監査事務局との調整 
・評価機関との連携（市の評価部門、研究機関･

他自治体等） 
・公聴会の開催 

④ 評価対象は、政策･施策及び一定規模以上の事業とする。 
⑤ 評価結果及び改善策は、公聴会を開き議会への報告・承認後、予算措置を実施する。 
 
◆ 期待される効果 

 
 この評価機関、とりわけ市民のより積極的な行財政運営に対する行政監視システムは、全

国的にも先駆的制度である。市民の権限と責任の乖離が縮小する循環システムである。 
① 行財政運営における基本原則の実効性を確保することができる。 
② 行政の裁量的行財政運営に対する抑制機能が働くことである。 
③ 市民の主体的関与が、直接的に行政サービス水準の改善に反映する。 
④ 市民の発意による価値創造（住みがい）の意識を高揚させる。 
⑤ 市民が活躍する領域及び機会を拡大する。 

【提言⑫：評価機関提言】 

市民参加による評価機関を設置する 
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◆ 提言目的 

 
 行政サービスの顧客であると同時に都市行政の主体であるという市民の位置付けを考慮し

た行政評価制度を構築することで、市民の参画を積極的に得ながら最小のコストで最大の満

足や価値を受けられる都市経営を達成する。 
 
◆ 提言内容 

 
１）評価機関による事務事業の二次評価実施 
 市民ニーズが反映される評価システムとするため、内部職員が行う一次評価に加えて、

学識者や市民代表といった外部委員のみで構築された機関による二次評価を実施する。 
 

２）市民意識調査との連動 
 一部の事務事業に対する評価や施策評価に関しては、市民意識調査による市民満足度評

価等の結果を成果指標のひとつとするなど積極的な連動を図っていく。 
 

３）事前評価制度を導入 
 事後評価では効果が限られてしまう、施設の設置など金額の大きい事業や政策的な事業

について事前評価の仕組みを整備し、市民のチェックを効果的に働かせるようにする。 
 

４）施策評価・政策評価制度の導入 
 事務事業評価制度に続き、施策評価制度や政策評価制度を構築する。ただし、施策・政

策は長期間に渡って計画・実施されたものもあるため、２年に１回程度の頻度で実施する

こととする。 
また、施策・政策評価（特に施策評価）についても、評価機関評価の仕組みを導入する。 
 

５）施策間・事務事業間の優先度評価についての検討 
 行政評価の次なる段階として、事業間・施策間の優先度評価に取り組む。優先度は予算

や組織の編成に結びつける。 
 
◆ 期待される効果 

 
① 行政評価を実施することは事業の効率性・公平性・客観性を高めることにつながり、行

政運営の最適化実現に近づく要素となる。 
② 市民ニーズ等の評価への反映により、市民が望む形の事業執行を実現することができる。

逆に、望まない事業執行を阻止することにもつながる 
 

【提言⑬：行政評価改善提言】 

行政評価制度の改善に取り組む 
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◆ 提言目的 

 
 現在のところ、行政は広範囲に渡る業務を担っている。しかし、財政状況の見通しが不透

明な中で、先んじて行政が本当に取り組むべき事業は何かを見極めていく必要がある。 
また、仕分けの中で行政がやるべき事業だと判断した場合であっても、次に行政だけで担う

必要がある事業なのかを判断することで、事業の最適な担い手は誰なのかを明確にすること

ができる。 
 
◆ 提言の内容 

 
 職員が行う内部仕分けに外部仕分けを加えた２段階評価方式によって事業仕分けを実施す

る。外部仕分けについては、市民や学識者で構成される「事業仕分け実施委員会」を組織し

て行う。また、仕分け基準については、明文化し開示する。 
 仕分け結果については、より多数の市民から意見を聞くため、すべてをパブリックコメン

トに掛ける。 
 
※事業総数が多いため、仕分け作業については数年間に分割して実施する。 
なお、社会情勢の変化によって事業の位置づけが変化するため、仕分けから４年以上が経過

した事業については、再度事業仕分けに掛けることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 期待される効果 

 
① 仕分けを実施することで、「あれもこれも」と拡大を重ねてきた行政の業務を見直し、行

政が本当に担うべき事業だけに資源（人・モノ・金）を集中させることができる。 
② 仕分けの結果、事業によっては、市民が担い手となるべき事業、協働で実施する事業と

いうものが出てくる。そうした意味では協働の推進にも寄与する。 

【提言⑭：事務事業仕分け提言】 

事務事業の仕分けを行い、行政サービスの民営化・外部化及び料金化を

進め、本来の行政サービスにスリム化し、高度化させる 

① 法令上の視点：法令等での行政の役割の規定の程度 
② 公共性の視点：「公益性」と「必需性」 
③ 民間等との競合：民間等と競合状況 
④ 市民ニーズ：事業への市民ニーズの程度 
⑤ 目的が達成された事業か：設定された目的の達成状況 
⑥ 開始からの時間経過：事業開始後の時間経過の程度 
⑦ 自助・共助等推進の視点：市民自身や地域の力で解決できるも

のではないかどうか 

① 基本計画・実施計画への位置づけ 
② 事業実施に当たっての市民意見聴取の実績 
③ 市長公約での位置づけ 
④ 事業見直しのタイミング 

守 備 
範囲外 

守 備 
範囲内 

行政は 

撤 退 

守備範囲 

として継続 

①行政がやるべき事業であっても、行政が直接やるかどうか 

②サービス利用者に受益者負担を求めるべきか、その額は適正化 

判断Ａ 

行政の守備範囲検証 

判断Ｂ 

政策上の視点 

・協働事業・外部委託・直営 

・料金制への移行 
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Ⅱ．説明編 
 



 都-23 

１．浦安の都市経営目標を確立する 
 

 

 
（１）「都市経営分科会」の役割と使命 
 
 市民会議の６分科会の中で、当分科会の役割は次のとおりと考える。 
 

１）「都市経営」の視点を取り入れたまちづくり 

 これから 10 年間の浦安のまちづくりの基本方針となる「第 2 期基本計画」の策定にあ
たっては、「都市経営」の考え方や手法を極力取り入れる。 

２）浦安の個性や独自性をさらに生かしたまちづくり 

 「浦安市総合計画」の中の「基本理念」や「基本目標」、「都市像」を検証して、浦安の

個性や独自性をさらに生かしたまちづくりをするための目指す基本方向と改善点を提言す

る。 
３）財政が安定したまちづくり 

 「第 2期基本計画」実行の前提となる浦安市の財政構造を点検し、長期見通しを立て財
源安定化のための方策を提言する。 

４）市民と行政が「協働」するまちづくり 

 市民と行政との「協働」とは何か、なぜ今「協働」が必要なのかの視点から、市民と行

政（市役所）とが手を携えて浦安のまちづくりをするための「協働」のあり方や方策を提

言する。 
５）行財政運営の基本原則に沿ったまちづくり 

 「第 2期基本計画」の策定と実行に当たって、市民の更なる信頼を得るための基本原則
や行政評価のあり方と具体的方策を提言する。 
 

（２）浦安の個性や独自性をさらに生かしたまちづくり 
 
 「浦安市総合計画」の中の「基本理念」や「基本目標」、「都市像」を尊重しつつ、浦安の

個性や独自性をさらに生かしたまちづくりをするために目指す基本方向を検討した結果は次

のとおり。 
 
１）現行の「基本理念」や「基本目標」、「都市像」の検証 

 
 検証結果を要約すると、次のとおりである。 
 
① 現行の「基本理念」や「基本目標」、「都市像」は、これからのまちづくりにとって、どれ

も大切な価値を表明している点で、よくできた理念･目標・都市像である。（図表 1参照） 
 
② しかし率直に言って、多くの市民にはピンとこない。抽象度が高すぎることもあるが、わ

くわくドキドキしない。なぜだろうか？ 
 
③ 唯一最大の欠点は、浦安市の「個性」がなさ過ぎる、「浦安らしさ」がほとんど感じられ

ないことである。どこのまちでも表明しそうな個性や深みに欠ける言葉が、ただ羅列されて

いるだけ？とさえ見える。一体、どこに浦安の「個性を育む」要素があるのだろうか？ 
 
④ もっと市民が心躍る「うらやすらしさ」、浦安の独自性のあるまちづくりビジョンが出せ

ないものか、分科会で議論百出した。「うらやすらしさ」に関して出た主要な意見は次のと

おり。 
・「うらやすらかなまち・うらやす」構想 
・「住みがいのあるまち・うらやす」構想 

提言①説明 
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・「わがまち・うらやす」構想 
 
⑤ 正直言って、この基本理念（コンセプト）レベルの議論は、各人がその言葉から抱くイメ

ージが微妙に異なり、なかなか合意を得にくい側面がある。議論を重ねた末に、分科会とし

て何とか合意が得られたのが、他市に先駆けた「住みがいのあるまち･うらやす」構想であ

る。 
 
◇図表１：現行の「基本理念」や「基本目標」、「都市像」一覧表 

 

２）「住みがい」とは何か？ 

 
 それでは、この耳慣れない「住みがいのあるまち」とは、どんなイメージなのだろうか？ 
これについても議論を重ねた結果、要約すると次のようになる。 
 
① 「生きがい」や「働きがい」「やりがい」は既に馴染みのある言葉である。これらと同様

に「住むに値する価値や甲斐」、つまり、「住みがい」があってもいいのではないか。これは

従来の満足か、不満かといった「満足度」を超える新しい価値尺度である。 
 
② 「住みがいのあるまち」とは、端的に言えば「そこに住むことが心の張り合いになるまち」、

あるいは「そのまちがともかく好きで、ずっと住みたくなるまち」といった意味合いを含ん

でいる。 
 物的環境条件中心の「満足度」からみた従来の「住みやすいまち」とは、一味違う「何か」

の魅力が付加されているとも言える。その「何か」とは何か？ 
 

③ そこで、その「何か」を明らかにして多くの市民に共感･共有してもらうために、「住みが

いのあるまち」の要件を市民レベルで探り出し、ひとつのモデルを描き、定義づけを試みた。

これは今、注目されている「働きがいのある会社」からヒントを得て、次のような「住みが

いのあるまち」の要件とモデルを作成した。 
 
④ 市民から見た「住みがいのあるまち」の基本要件は次の５つである。これを図示したのが、

「住みがいのあるまち」モデルである。（図表２、３参照） 
Ａ．市長はじめ市政関係者を信頼できるまち    →①信頼 

Ｂ．そこに住むことが誇りに感じられるまち    →②誇り 

Ｃ．同じまちに住む人たちとつながりが持てるまち →③連帯感 

Ｄ．まちの成長発展に貢献している実感のあるまち →④貢献実感 

Ｅ．まちの将来に希望や夢が持てるまち      →⑤将来展望（見通し感） 
 

現行の基本理念 基本目標 都市像 

１．人間尊重のまちづくり 
２．市民と行政が協働するま

ちづくり 
３．地域の個性を育むまちづ

くり 

「人が輝き 

躍動する 

まち・ 

浦安」 

１．いきいきと暮らせる心のかよう健康福

祉都市 

２．創造と交流で築く市民文化都市 

３．水と緑に囲まれた快適環境都市 

４．利便の高い暮らしを支える安全都市 

５．多様な機能が生み出す魅力あふれる産

業都市 
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1

「“住みがい”のあるまち」の５要件

 住むことが心の張り合いになるまち→「住みがい」のあるまち

 ずっと住みたくなるまち、好きなまち →定住意識、愛着心

 市長はじめ市政関係者を信頼できるまち →①信頼

 そこに住むことが誇りに感じられるまち →②誇り

 同じまちに住む人とつながりが持てるまち →③連帯感

 まちの発展に貢献している実感のあるまち →④貢献実感

 まちの将来に希望や夢が持てるまち →⑤将来展望

 住むことが心の張り合いになるまち→「住みがい」のあるまち

 ずっと住みたくなるまち、好きなまち →定住意識、愛着心

 市長はじめ市政関係者を信頼できるまち →①信頼

 そこに住むことが誇りに感じられるまち →②誇り

 同じまちに住む人とつながりが持てるまち →③連帯感

 まちの発展に貢献している実感のあるまち →④貢献実感

 まちの将来に希望や夢が持てるまち →⑤将来展望

都市経営分科会（図表２）

(別図参照)

Ｃｆ．住みやすいまち
住み心地のいいまち

環境や立地条件のいいまち
住民満足度の高いまち

Ｃｆ．浦安市民意識調査結果（２００６年７月１５００人）

・愛着度：「自分のまち」といった愛着、親しみを感じている ７４％
・定着意向：これからもずっと浦安市に住みたい ６７％

Ｃｆ．浦安市民意識調査結果（２００６年７月１５００人）

・愛着度：「自分のまち」といった愛着、親しみを感じている ７４％
・定着意向：これからもずっと浦安市に住みたい ６７％

2

「住みがいのあるまち」モデル

生 活
③住 民
（仲間）

市政

マネジメント

個 人
（私）②

誇
り

③
連
帯
感

プライド コミュニケーション

ビジョン

アイデンティティ （Ｔｈｅ Ｇｒｅａｔ Ｐｌａｃｅ Ｔｏ Ｗｏｒｋモデルに渕野加筆）

①信 頼

①市民と、市長はじめ市政関係者が
相互に信頼し、尊敬しあい、
②このまちに住むことに誇りを感じ、
③一緒に住む仲間と連帯が持てるまち
④まちの発展に貢献している実感があり、
⑤まちの将来に希望や夢が持てるまち

リーダーシップ

・信用
・尊敬
・公正

まちづくり

夢・希望

④貢献実感

⑤
将
来
展
望

都市経営分科会（図表３）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）上記の「住みがいのあるまち」モデルは、前述の１．「都市経営分科会」の役割・使命

で挙げた５つをすべて包含する都市経営目標となる。つまり、（１）「都市経営」の視

点を取り入れたまち（２）浦安の個性や独自性をさらに生かしたまち（３）財政が安

定したまち（４）市民と行政が「協働」するまち（５）行財政運営の基本原則に沿っ

たまちを目指す新しいまちづくりの目標である。 
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３）なぜ今、「住みがい」なのか？ 

 
 それでは、なぜ今、他市に先駆けて私たちは「住みがいのあるまち」を目指すのか？ 
その主な理由や必要性について、「住みやすいまち」と対比させて要約すると、次のとおりであ

る。（図表４、５参照） 
 
① マズローの「自己実現欲求」を持ち出すまでもなく、日本社会は「生きがい」や「働きが

い」同様に、これからは精神的充実、「心の豊かさ」をまちづくりにも求める成熟した時代で

ある。 
 
② 「住みやすいまち」とは、環境整備が行き届いていて、安心で安全なまち、住み心地のい

い快適なまち、愛着感のあるまちである。したがって市民の満足度は高い。 
 「住みがいのあるまち」とは、「住みやすいまち」をベースに、さらに市民が胸を張って誇

りを感じるまち、浦安らしさや独自性が十分発揮されているまちである。 
 
③ 「住みがいのあるまち」モデルは、現行の基本理念や基本目標、都市像の方向とも合致し

ており、市民と行政の「協働」目標にもなり得る。それらを補完し、補強する役割を果たせ

る。 
 
④ 「住みがいのあるまち」は、もちろん「住みやすいまち」を否定するものではない。「住み

にくいまち」の部分があれば、まず「住みやすいまち」に改善する必要がある。そのための

施策も必要であろう。しかし、「住みやすいまち」のみで満足するのではなく、一歩進んで「住

みがいのあるまち」にしてこそ、「人が輝き躍動するまち」となる。これからの浦安市の独自

性や存在価値が高まるのではないか。 
 
⑤ わがまち浦安の強みである、市民の潜在力（能力や意欲）や愛着度･定住志向の高さ、都心

に近い好立地、恵まれた税制基盤、特異なまちづくりの歴史と元町・中町・新町の多彩な顔、

市民同士がつながりの持てるまちの規模、まちのブランド・イメージ力などをフル活用すれ

ば、「住みがいのあるまち」づくりという、極めて高い目標･ビジョンに挑戦し達成すること

は十分、可能である。 
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3

現行理念と「住みがいのあるまち」

人間尊重

個性協働

「住みがい」は
マズローの５大欲求
を満たすイメージ。

自己実現

自尊・承認

帰属と愛

安心･安全

生理

個性

協働

人間尊重

「基本理念」「基本目標」
を活かした
「住みがいのあるまち」

「住みがいのあるまち」
個性＝誇り、夢･希望
協働＝連帯、貢献
人間尊重＝信頼

夢･希望

誇り

貢献

連帯

信頼

住
み
が
い

↑

↓
住
み
や
す
い

人が輝き
躍動する

（図表４）

4

人が輝き躍動する「住みがいのあるまち」

 「人が輝く」とは？
・生き生きとして明るさがあふれる。名誉や名声を得て華々しい状態にあること。

 「人が躍動する」とは？
・いきいきと活動すること。・わくわくドキドキする。

都市経営分科会

貢献
（まちづくりに
市民参加）

夢・希望
（将来展望）

信頼
（信用・尊敬・信頼）

誇り
（愛着）

連帯
（つながり）

人が輝き
躍動する＊基本理念と連動した５つの

「住みがいのあるまち」要件が
ぐるぐる回るイメージ

人間尊重

協働

個性個性

（図表５）
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5

Q：あなたのまち（浦安市）に当てはまる状況を5つの中から選んでチェックしてください。
あわせてさらに住みたくなるプラス要因と住みたくなくなるマイナス要因を３つずつ選んでください。

＊5段階評価：5全くその通り、4ややその通り、3どちらともいえない、2やや違う、1全く違う

○４

３

３

・あなたは、このまちの将来に対して明るい展望、見通しを持っている

・まちづくりを通じて成長している実感がある

・まちづくりが、自分の夢に近づいている機会となっている

⑤見通し
（夢、希望）

○４

２

２

・あなたは、このまちに貢献していると思う

・あなたの住む地区では、相互に感謝の言葉を交わすことが多い

・まちづくりでほめられること、認められることがある

④貢献
（役立ち感、

存在価値）

○２

３

３

このまちの人たちは皆、お互いに思いやりを持っている

楽しく住めるまちである

このまちでは自分らしくいることができる

③連帯
感

○

○

マイナス
要因

○

プラス

要因

４

４

４

1
3
4

4
2
2

4
3
3

当てはまる
状況＊

このまちを誇りに思う

あなたのまちづくりには特別な意味があり、単なるボランティアというものではない

このまちに住んでいることを胸を張って人に言える

②誇り

このまちでは、まちづくりに見合った公正な評価がされている

このまちでは、地位や立場に関わらず、市民の一員として公平に扱われている

市政関係者は市民にえこひいきすることはない

Ｃ公正

あなたは、まちづくりのための市民参加の場と機会が与えられている

このまちではでは、あなたの市民提案や市民参加活動の努力を認めてくれる

このまちでは、単なる住民としてではなく、１人の人間として大切に扱ってくれる

Ｂ尊敬

浦安市の市政関係者は、近づきやすく、気軽に話せる

あなたは、意義のあるまちづくりを任せてもらっている

市長はじめ市政関係者は、誠実で倫理的に事業を遂行している

Ａ信用

質 問 項 目（例）要素

（図表６）

①
信

頼

４）「住みがい」をどうして測るのか？ 

 
 仮に壮大な構想があっても、抽象度が高くて測定不可能な精神的目標では、現行の基本理念

や目標、都市像と大差がなく、存在価値も弱まる。そこで、前記の「住みがいのあるまち」の

５つの基本要件を、さらに測定可能なレベルにまで要素分解して、具体的な質問項目案を仮設

して市民意向調査に反映できるようにした。定期調査として、これらの質問項目に市民が 5段
階評価で回答することにより、「住みがいのあるまち」づくりのレベルや達成状況、時系列変化

は測定可能と判断する。なお、実施に当たっては専門家の意見も聴いて、さらに細部を詰める

必要があろう。（図表６、７参照） 
 

◇図表６：「住みがいのあるまち」調査・質問項目（例） 
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6

「住みがい」調査その他質問項目（例）

自由回答
（ＦＡ）

Ｑ５：あなたは、このまちをさらに「住みがいのあるまち」にする

ためには、どうしたらいいと思いますか？

３Ｑ４：あなたは、市民として「住みがいのあるまち」づくりに、どれ

ぐらい参加したいですか？

５Ｑ３：あなたは、このまちにどれぐらいの期間、住みたいですか？

（死ぬまで、10年以上、3年以上、1年以内、すぐにでも移住したい）

４Ｑ２：あなたは、このまちにどれぐらいの愛着を感じていますか？

３Ｑ１：あなたは今、このまち（浦安市）にどれぐらい「住みがい」を

感じていますか？

5段階
評価

質 問 項 目

＊5段階評価：5強く、4やや強く、3どちらともいえない、2やや弱く、1全く弱い

（図表７）

7

「住みやすいまち」から「住みがいのあるまち」へ

住みやすいまち

（住み心地のいいまち）

住みにくいまち

（嫌いなまち）

（住みたくないまち）

住みがいのあるまち

（素晴らしいまち）

住みたいまち

（好きなまち）

満足度

住
み
が
い
度

＜まち4分類表＞

都市経営分科会（図表８）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）「住みやすいまち」から「“住みがい”のあるまち」へ 

 
 「住みやすいまち」は浦安市に限らず、日本全国に点在しているが、「住みがいのあるまち」

は日本にはまだごく少数であろう。 
 他市に先駆けて 10年先のまちづくりの方向と目標として、「住みがいのあるまち」づくりに
市民と行政が「協働」して取り組む価値は十分あると思う。そこにこそ、「人が輝き、躍動する

まち」として、わがまち浦安の独自性、うらやすらしいまちづくりがあると私たちは考える。 
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２．浦安の都市経営体制を確立する 
 

 

 

はじめに 
 
 自治基本条例という耳慣れない条例とは、どういうものなのか、なぜ今、条例は誰が創り上

げてゆくのかなどについて述べてまいります。底流であった、「自治」が今やまちづくりの根幹

として求められています。 
 

（１）自治基本条例制定の目的 
 
 市民の手によって「まちづくり（地方自治）の本旨」を実現する基本原則とその仕組みづく

りを目指します。 
 

（２）「自治の本旨」はどのような考えか？ 
 
 この言葉は、憲法第９２条、同日公布の地方自治法第１条、地方公務員法第１条など重要な

法律において繰り返しその目的として謳われている言葉です。 
 「地方自治」は、国から独立して自主的・自立的に住民が民主的な手段を通じて地方自治体

にかかわる課題を取り仕切ることであり、次の二面からなると提起されています。 
① 地方の政治、行政を国から独立した地方自治体（浦安市）の手にゆだねる、国との関係と

仕組み（団体自治） 
② 地方自治体地域内では、住民（市民）の意思、参加に基づいてまちづくりが運営されると

の仕組み（住民自治） 
 現在、地方分権改革として、国が推し進めているのは、１）の部分が主体です。機関委任事

務の廃止により、主務大臣⇒中央省庁⇒都道府県長⇒市町村長という指揮監督系統がなくなり、

法制度上は対等の関係となりました。 
 地方自治体における条例制定権の範囲は大幅に拡大しました。同時に、地方自治体はその自

主性の発揮が問われるところとなりました。 
 

（３）何故、今が検討の時期なのか 
 

 ２０００年の新地方自治法施行を機に、また２０２３年に見込まれる次段階の改定を視野

に地方自治体の独立性が急速に求められています。 
 この転換期の意味するものを、住民が理解し、これからの地方自治体の運営の仕組みの原

則、住民自治に必要とする原則を一つ一つ住民が主体となって、創り、確認してゆくのは今

ここからとの認識です。 
 

（４）これまでの浦安の改革の指針としての「自治基本条例」 
 
 時代の変化をとらえ、また先取りしつつ改革をすすめてきていると思います。主な動きは以

下のとおりです。 
・市政施行に際しての市民憲章 
・浦安市情報公開条例（2001年） 
・浦安市市民活動センターの設置及び管理に関する条例（2001年) 
・浦安市環境基本条例（2003年) 
・市情報公開・個人情条例（2003年） 
・市民参加推進条例（2004年） 
・浦安市安全で安心なまちづくりの推進に関する条例（2005年) 

２－１ 提言②説明 
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・浦安市国際センターの設置及び管理に関する条例（2005年) 
・浦安市国民保護協議会条例（2006年) 
・浦安市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（2006年） 
・浦安市政治倫理条例（2007年）  
 
 時代へ沿って、個別問題への対処の試みは進んでいます。環境、市民参加関係の試みは国に

先行し、国はそれを後追いした面もあるのではないでしょうか。 
 そこで、提言としての、自治基本条例は、浦安ならではの組織、運営の原則と、住民の権利

をはじめとする住民自治のあり方に関する基本規範を、浦安の今後の全ての仕組みの基盤、ま

た法体系の頂点に位置する条例（最高規範）としてつくり上げて行こうというものであります。 
国に憲法があるように、地方自治体にあっては、自身による運営についての定めを自ら作り上

げて行こうという提言です。 
 

（５）検討、策定の過程そのものが重要 
 

 「地方自治の本旨の実現」という目的を一にして、十二分に話し合いを深め、結果として

到達したものをひとつずつ確認してゆくことが成果です。 

この策定過程そのものが、まちづくりの礎づくり、市民の参画、主体活動であり、住民自治

そのものと思います。 

 提言においては、あくまでもイメージとしての検討体制試案を提起しました。 

 検討体制を定める段階から十二分に時間を割くべきでしょう。 

 因みに、留意するべき点としては以下を想定しました。 

① 検討体制は、広い意見収集、自由闊達な討議を可能とするような柔軟且つ、自主的なも

のを目指す。 

② 検討委員の選任に際しての市民代表性には十分納得性を持てるよう、予め選任基準を設

定することも有効。 

③ 検討体制（試案参照）は、市民チーム、議会チーム、職員チームを提示しました。それ

ぞれの角度からの検討が全体として統合する前の検討の深みを与えるとの思いです。 

④ 市民との意見交換は、単に情報公開にとどまらず、積極的な意見交換の場を想定しての

協働を念頭においています。 

 

【試案】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）検討手順 

○第一段階：準備段階（検討の場、環境づくり。市民検討チーム主導）勉強会、市民意識

調査実施。検討会議設置の可否討議。 
○第二段階：素案策定と市長への提示。 
○第三段階：案の市長への提示と審議 ＊住民投票 
○第四段階：議会審議と施行。以降定期、および環境変化に応じて見直し。 
 

（審議・議決） 

素案提言 

 

市民検討 

チーム 
職員検討 

チーム 

市  長 議 会 

 
市  民 

１）地域団体 
２）市民団体 
３）企業 

浦安自治基本条例 

素案策定委員会 

意見交換 

議員検討 

チーム 

素案提言 
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２）構成と役割 

○市民検討チーム：公募市民からなる。市民として条例に盛り込むべき内容の検討と提言 
○職員検討チーム：市職員からなる。行政として条例に盛り込むべき内容の検討 
○議員検討チーム：議員からなる。議員として条例に盛り込むべき内容の検討。(追加) 
○条例素案策定委員会：各チームから代表者（複数）と必要なアドバイザーからなる。各

検討チームの提言を受けて条例素案の作成 
 

（６）なにを謳いこむのか 
 

 かくあるべきとの規定はないと考えます。 

 目的に沿って、考えうることを話し合ってゆくこととなります。 

 これまでの、市民憲章、基本構想、諸活動にもりこんできた、理念の検討からはじめて、

市民の権利と義務へさらには、市の運営を市民主体で進めるに際しての基本的な仕組みにつ

いて必要とされる原則へと広がると考えます。 

 

 今回の市民会議での諸提言においても、賛同を得ていて盛り込むよう基本的原則、規範に

かかわるものが多々あると思います。 

 たとえば、 

① 浦安のまちづくりの理念 

② 総合計画（基本構想・基本計画・実施計画）の位置づけ。 

③ 市民の人権、権利、義務 

④ 未青年、在住外国人の参画 

⑤ 情報共有・開示の原則 

⑥ 市民参加・協働の原則 

⑦ 市長・行政の役割と行財政５原則 

⑧ 議員・議会の役割と市民会議（仮称）の役割 

⑨ 最高規範性 

⑩ 見直し規定 

 

（７）効果について 
 

 浦安市民が創り上げる、自治の基本原則にそって、市民、行政がともにまちづくりに一体

となってすすむことができます。 リーダーとして選ばれた市長の務めはその促進にありま

す。ぶれのない原則にそっての浦安のまちづくりが進む指針となります。 

 都度ごとの対応であれ、その基盤としての仕組み、基本規則を市民が共有することは、浦

安の強みとなると思います。 
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（１）経営と経営計画について 

 
 全ての企業に適用できるような経営計画の公式的な設定方法は有りませんが、基本的な手

順は概ね次のような図になります。始めの経営理念、現状分析、予測は、一般的に経営計画

の基礎になります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）経営理念 

 

 社是、社訓、経営信条、行動理念などと言われています。 

 経営理念を明文化する目的は、次のようなものです。 

・企業の目的をハッキリさせる。 

・企業の基本的な考え方や性格を明確にする。 

・管理者・従業員に行動指針を示す。 

・企業の中にある種の空気を作り出す。 

 

２）現状分析 

 

 計画を立てるためには、まず自社の現状分析が必要になります。現状分析により、自社の

実態を把握し、どのような問題点が有るのか、その原因は何か、それを解決するには何をし

なければならないのか、の検討が必要となります。 

 

３）予測 

 

 経営計画は、将来の企業行動を設定することであるから、予測は極めて重要です。 

 基本的には、次のような予測を行います。 

・全般的環境予測→世界経済ないし日本経済の動向、政治的・社会的な要因に関する予測 

・企業環境予測 →原材料・労働力・資金等についての状況予測 

２－２ 提言③説明 

経営理念 現状分析 予 測 

企業目標の希望水準 企業の将来予測 

両者のギャップ・問題点 

ギャップ解消策の検討 

経営計画の草案 

個別計画 

期間計画 個別計画 
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・需要予測   →企業の扱う製品分野の需要予測 

 

４）計画立案 

 計画を立てる場合には、はじめに達成できるかどうかは別にして、企業の希望水準を立

ててみます。 

 次に、現状のやり方で推移したらどうなるか、という水準を立ててみます。つまり、と

くに積極的な設備投資はしない、新規上場や新規得意先は閉拓しない、新製品や新技術は

開発しないと言う具合に、これまでのやり方で推移した場合の状態を予測します。 

 次に、希望水準と現状で推移した場合の水準のギャップをつかみ、これを埋めて希望水

準に到達できるように、方策を検討する必要があります。しかし、いろいろ方策を検討し

ても、そのギャップが埋められそうになければ、はじめの希望水準を下げざるを得ません。

数字と方策の調整が必要となります。 

 この方策の検討が、経営計画設定の核となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般的に経営計画は、特定期間の計画である期間計画と、プロジェクト毎の個別計画か

ら構成されます。期間計画は、長期計画、中期計画、短期計画などが有り、利益計画とも

いわれています。 

 長期計画と短期計画は何らかの形で連結していて、短期計画に基づき予算が執行され目

標達成に向かうと考えられています。 

 長期計画は、その更新方法から２つの種類に分けられます。 

① 固定的長期計画 

 長期間の期限付き実行計画で、固定的なものです。 

② 更新的長期計画 

 ３～５年の長期計画で、初年度の短期計画の設定に重点が置かれます。次年度以降は

環境変化を勘案して、長期計画自体の見直しを行い、短期計画策定のベースとします。 

長期計画を毎年更新することで、環境変化に対応しやすい反面、目標設定の問題意識

の希薄化が懸念されます。 

 

 

（２）都市経営について 
 

 （１）では一般の会社の経営について書いてきましたが、ここでは浦安市のような地方自治

体の経営について考えてみたいと思います。 

 基本的には、浦安市に於いても会社と同じように、目的を達成するために、継続的かつ計画

的に意思決定を行い、施策を実行・管理･運営することが求められます。 

 言い換えますと、会社を経営するように、浦安市を経営するということになりますが、 浦

安市のような地方自治体の経営計画は、会社のものとかなり違うと予想されます。 

 

 

経
営
指
標 

現在 未来 

希望水準 

現状で推移した場合の水準 

ギャップの解消 
→経営計画 
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１）計画の目的について 

 

 企業の場合は、あくまでも利益を追求するものであり、地方自治体は持続的な公共サービ

スの維持・向上にあると考えられます。（つまり目的の内容の差異であり、経営手法そのもの

には、根本的な差異はありませんが。） 

 利益は、当然の事ながら数値で表せますが、公共サービスについては個々人の感じかたの

問題ですので数値化する事は難しいです。結果的に、地方自治体の経営計画の目標は抽象的

なモノとなり、計画を遂行しても、その達成率が分からないという状況になりやすいです。 

 

２）収入予測について 

 

 企業が収益向上を計画する時、長期的には設備投資・構造改善等を検討し、短期的には安

売りによる増販・在庫圧縮などの手段により増収を図る事が可能です。しかし地方自治体の

場合は、税収が主となるため、短期的に増収を図る事は困難です。 

 逆に、収入の要素が限られ、その変動要因も少ないので、税収予測を立てる事は比較的容

易であると考えらます。 

 

３）支出予測について 

 

 地方自治体の支出は、ごみ処理に始まり保育・消防等住民サービスが主体となっている為、

固定化（固定費化）されていると考えられます。 

 従って、支出予測を立てることも容易であると考えられます。 

 

以上の状況を踏まえ、第２期基本計画を立案する上で、次の提言をします。 

 

① できる限り具体的な目標を設定する。 
② 計画期間内に達成可能な目標を設定する。 
③ 財政の収支予測を随時行えるような簡易システムを構築する。 
④ 想定し得る予見を十分検討し、織り込む。リスク管理を念頭に置く。 
⑤ 長期計画期間の財政のシナリオを描き、計画を立案する。 
⑥ 状況が財政のシナリオから乖離したら、随時計画の見直しができる体制を整える。 
 

（３）都市経営計画としての「総合計画」へ 
 

 次に長期計画、中期計画、予算計画について記します。 

 現在の浦安市の経営計画は、４つの計画で構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 見てのとおり、長期計画が２つ有ります。その関係は、先ず基本構想が有り、その下に基

本計画を作成するという構図になっています。 

 基本構想の内容、「まちづくりの基本理念」「まちづくりの基本目標」「５つの都市像」、い

ずれも抽象度の高い表現であり、浦安だけでなく水辺にある都市だったら何処にでも当ては

基本構想 

基本計画 

実施計画 

予算計画 

２０年間の長期計画 

１０年間の長期計画 

３年間の中期計画 

１年間の実行計画 

議会承認有り 

議会承認有り 

議会承認無し 

議会承認無し 
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まる内容だと感じられます。 

 従って、この基本構想と基本計画の関連性が、たいへん分かり難くなっています。 

 都市経営のうえで、長期計画、中期計画、短期計画の緊密な連携は欠かせませんので、現

在の基本構想の存在意義が不明だと思われます。 

 次に計画の期間について見てみましょう。 

 実施計画の３年は、市長・議員の任期が４年であることを考慮しますと、４年にすべきと

考えます。 

 同様に基本計画は、４年の倍数である８年ないし１２年が妥当と考えます。 

 計画のローリングを考えますと、４年×３期の１２年とし、最後の４年を次期基本計画の

最初の４年とオーバーラップすると、計画の移行をスムーズに行うことが出来ると考えます。 

現在基本構想の２０年は、状況変化の激しい現在、長すぎて経営計画と成り得ないと考えら

れます。 

 

 最後に計画の透明性について見てみましょう。 

 浦安市が、策定した経営計画の内容を広く市民に開示する必要が有る事は、言うまでも有

りませんが、市民の了解を得る事も重要だと考えられます。 

 市議会に予算計画の承認を得ることは当然として、経営計画として具体性を欠く基本構想

の承認を必要としつつ、実質的に長期計画である基本計画の承認を必要としないことは片手

落ちだと考えられます。 

 また予算計画と密接な関連を有する中期計画（実施計画）が、議会承認を必要としないこ

とも問題有りと考えます。経営計画を遂行する上で、中期計画を見据えて予算計画を作成す

ることはたいへん重要なことです。従って、適正な予算計画であるかの判断を下すには、中

期計画を良く理解しておく必要が有りますので、議会による実施計画の承認が必要と考えま

す。 

 以上の状況を勘案して、浦安市の経営計画に関しまして次の提言をいたします。 

 

 浦安市の都市経営計画として「総合計画」の位置づけ・体系を変更する。 
① 基本構想・基本計画を浦安市の長･中期経営計画と位置づける。 

・基本構想期間は１２年間とするが、実質的な目標達成年は１０年目とする。 
・最後の２年間は次期計画の検討期間として重複させる。 
・基本計画（実施計画）の改定にあわせて基本構想の見直し（ローリング）する。 
・議会承認（議決）を必要とする。 

② 基本計画（実施計画）を浦安市の中期経営計画と位置づける。 
・計画期間は４年間とする。 
・議会承認（議決）を必要とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 数量的把握・評価が可能な成果目標を設定する。 

・基本構想に長期財政シナリオを描き、改定時に実績との乖離を検証できるように

する。 
・基本計画（実施計画）に施策・事務事業の評価が可能な成果指標を組み込む。 

④ 実施は、十分な検討を経て、段階を追って行う。今期の基本計画にこの変更を要請す

ることではない。 

 

基本構想（計画期間12年） 

次期基本構想（計画期間12年） 

基本計画（実施計画）期間4年） 

見直し 見直し 

基本計画（実施計画）期間4年） 

基本計画（実施計画）期間4年） 
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はじめに 

 
 行財政運営５原則は、規律性、公平性、効率性、透明性、客観性の確保及び市民による評価

機関の設置である。この基本的視点を徹底することが市民参加を制度的に保障することに繋が

る。第 2期基本計画で如何に立派な政策･施策･事業を掲げたとしても、その決定･実施･評価の
プロセスが適切でなければ、市民参加の成長と行政の効率化を促進することはできない。 
 

（１）規律性 
 
・財政規律と職員の行動規範である。 
・財政規律は、人件費と物件費等の改善が急務である。（2005年度決算額上、類似団体 35位中

34位である）、民間委託等の効果検証に問題がある。 
・職員の行動規範は、職員の職務遂行に伴う規範意識を高めるため、責任の所在を明確にする

等「職員倫理規定」を明文化する。例えば、特定の利害関係者との接触に関する事項等。 
・法令遵守と公益保護のため、行政内部に公益通報保護制度を確立する。 
・将来的には、市民の協働意識の成熟度を見ながら自治基本条例を制定する。 
 
（参考） 
◇自治基本条例の制定準備会設置 
① 行財政運営に関するこの５原則を規範化する。 
② 行財政５原則が反映される制度設計の仕組みを条例で保障する。 
③ 市民参加（市民による評価機関の権能等）の制度を定める。 

 
（２）公平性 

 
・市民意識調査における行政ニーズに対する需要度と投資額の比率を把握する。 
・行政需要に対する経常経費及び投資的経費の地域支出割合（新町･中町･元町）を公表する。

特に、投資的経費の行政需要に対する地域内のばらつきを把握する。 
・情報公開を徹底する。 
・浦安市立中学校の耐震補強工事を早急に実施する。 

▶耐震上安全な学校と安全でない学校を解消する。 
▶2007年 6月 9日付（朝日新聞）浦安市立小中学校 76棟のうち、3棟(2棟は中学校)が Is
値 0.3未満であるため最重要課題とする。 

 
（３）効率性 
 
・経常経費は、類似都市と行政コスト比較を公表する。特に、人件費･物件費等における委託業

務費、非常勤職員等の効率性評価を徹底する。 
・外部委託の委託可能領域、役割と責任の区分及び行政評価コスト基準を公表する。 
・一定規模以上の事業の効率性評価は、市民による評価機関の議を反映させる。事務事業評価

は、単なる形式的事後評価に終わることが多く、形骸化防止の措置を講じる。 
・市民が効率性の是非を判断することができる情報を公表する。 
 
（参考） 
１）経常経費は、同規模自治体との単位当たりの効率性比較を実施する。 
① 施設の利用度・維持管理費を公表する。 
② 受益と負担（納税額・使用料等）割合の分析をする。 

２）投資的経費は、投資効果及び有効性を公表する。 

２－３ 提言④説明 
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① 投資効果は、投資額に対する利便性の向上を算出する。 
② 有効性（outcome）の指標は、投資効果測定値に分配効率（需要度）を乗ずる。 
③ 後年度負担の規模を公表する。 

 
（４）透明性 

 
・重要な政策決定（一定規模以上の事業等）は、その審議過程を公表する。例えば、新庁舎建

設等である。新庁舎建設の必要度に対する市民意識、類似都市との建設費の比較検証を公表

する。 
・新庁舎建設等、大規模な事業に対する市民参加型の多様な入札方式を採用する。 
・大規模事業は、事前評価（投資額･経済効果･維持管理費･収支の見通し等）を公表する。 
・入札契約制度改革を実施する。一般競争入札の適用額の引き下げ、指名競争入札の指名基準

及び条件付き一般競争入札の地域要件の設定基準等を公表する。最低制限価格の根拠を明確

にする。予定価格の事前公表を試行する。 
・行政需要に対する事業相互間の優先順位基準を公表する。 
・情報公開を徹底する。 
 

（５）客観性 
 
・行政需要算定の評価基準となる客観的データを公表する。公平性及び効率性の達成度は、こ

の客観的根拠値の妥当性に依存する。概して、この種の数値は、特定目的を達成させるため

恣意的に設定･選択されることが多く、需要予測を甘くする傾向がある。 
・一定規模以上の事業に係わる客観的データの妥当性は、事前評価及び事後評価の結果に影響

するため、市民による評価機関の議を反映させる。客観的データの信頼性に関する説明責任

が必要である。 
・市民が行政需要に対する投資額の是非を判断することができる情報を公表する。 
（参考） 
◇行政需要の適正把握（客観性） 
① 住民意識調査の電子データ（基礎値）を公表する。 
② 調査結果の統計数値は情報公開する。 
③ 調査対象の制度設計を公表する。 
④ 大規模事業は、住民意識調査（事前・事後）を実施する。 
⑤ 定点観測（地域・年代等）を実施する。 
⑥ 「浦安市住民意識調査要綱」を定める。 
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３．都市経営の安定した財政基盤を確立する 
 

 

 

（１）浦安市の財政構造の検証 
 
１）過去の貸借対照表、損益計算書からの分析 

 
① 歳入面から 
 過去５年間市税を中心に、使用料･手数料などを含めた歳入の伸びは 123.8%と、人口増
加率を上まわる順調な伸びとなっている。しかし、自主財源の比率が大幅に低下し、国庫

支出金や市債などの依存財源へのウエイトが著増していること、税外未収を含む未収金（滞

納･不納）が高止まりしていることが課題である。 
② 歳出面から 
 経常的経費（人件費、扶助費、公債費、物件費など）のウエイトは、この５年間ほぼ 70%
前後で推移する中、投資的経費の倍増にともない平成 15、16 年度は単年度収支、実質単
年度収支とも赤字となり、積立金も大幅に減少。歳出増は民生費、教育費、公債費で大半

を占め、総務費と土木費の減少が目立つ。 
③ 資産･負債面から 
 平成 16 年度の総資産は 6,884 億円で、うち固定資産が 96.1%を占めている。流動性預
金、定額運用基金、特定目的基金などが 341億円ある一方、市債残高 502億円に上り、後
年度負担となる「将来にわたる実質的な財政負担」も 388億円と多額。埋め立て市域内の
道路、橋梁、学校･公園･公民館用地などは県企業庁ほかから無償譲受されており、インフ

ラ整備負担が少なかったわりに市債残高などの債務が多く、既往市債の使途の検証が必要。 
④ 経営指標から 
 財政力指数はトップクラスにありながら、１人あたり市債残高が多いために公債費に関

連する諸指標（公債費負担率、経常収支率、起債制限比率など）は中位に止まっている。 
⑤ 体制面から 
 長らく未集金残高の改善が見られないこと、市債残高が相対的に多いことなどから、施

策に対するＰＤＣＡが定着していないことが窺える。 
 

２）計画期間（今後１０年）の財政見通しの考察 

 
① 財政の変動要因 
 担税源（人口の増減、年代別人口構成の変化、所得階層別住民構成、地価の変動、景気

変動、産業構造の変化、グローバル化の進展など）、行政需要の動向あるいは首長のマニフ

ェストの内容、国の政策（税源移譲、地方分権、税制の変更、市町村の合併など）変更な

どが、財政の変動要因として考えられる。 
② 歳入の見通し 
 現税制を前提とした場合、基本計画中の担税源の大きな変動の可能性は低いと思量。 

③ 歳出の見通し 
 基本的には「入るを量って出るを制す」が原則。既に経常的経費は７割弱に迫っており、

これからの潜在的経常的経費（市庁舎新築、災害対策、元町再開発、管渠ﾘﾆｭｱｰﾙ、総合体

育館・ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ・特養老人ホームの改修、市職員の退職金増嵩など）を視野に入れると、

財政の余裕度はそれほど高くない。したがって、伸び率の高い費目（教育費、民生費、公

債費）および物件費については、抜本的見なおしをすることによる財源捻出の努力が必要。 
④ 社会の変化 
 若年層における勤労意欲の低下や、市民の規範意識の低下が行政コストに跳ね返るおそ

れなど、現段階では予測し難い社会変化への注視が必要。 

提言⑤～提言⑥説明 
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10
1
,5
7
2

2
6

2
.7

1
21
.1

使
用
料
及
び
手
数
料

1,
2
37

2
,0
1
0

77
3

2,
0
79

69
2
,0
8
8

9
2,
0
77

-
11

2
,1
8
5

10
8

3
.8

1
7
6.6

国
庫
支
出
金

1,
5
87

1
,5
0
0

-8
7

2,
7
32

1,
2
32

2
,4
6
1

-
27
1

3,
1
99

7
38

4
,5
8
3

1
38
4

8
.0

2
8
8.8

要
検
討
項
目

県
支
出
金

1,
1
15

1
,0
9
1

-2
4

1,
2
19

1
28

1
,3
5
5

13
6

1,
2
48

-1
07

1
,1
4
0

-
10
8

2
.0

1
02
.2

こ
こ
５
年
間
で
は
、
学
校
や
保
育
園
、
斎
場
、
給
食
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
建
設

繰
入
金

3,
0
58

8
-3
,0
5
0

2
19

2
11

3
-
21
6

5,
2
61

5,
2
58

1
,6
8
9

-
3
57
2

2
.9

5
5.2

が
続
き
、
国
庫
支
出
金
の
伸
び
が
5
年
間
で
一
般
会
計
の
伸
び
の
2
倍
を

繰
越
金

1,
5
05

1
,1
2
6

-
37
9

1,
1
20

-6
1
,3
6
3

24
3

1,
3
78

15
2
,2
3
4

85
6

3
.9

1
48
.4

超
え
る
２
８
８
．
８
％
市
債
発
行
に
よ
る
歳
入
も
5
年
間
で
５
４
８
％
と
非
常
に

諸
収
入

3,
7
34

3
,8
6
8

13
4

1,
3
26

-
2,
5
42

2
,2
3
2

90
6

2,
0
94

-1
38

2
,2
2
0

12
6

3
.9

5
9.5

高
い
伸
び
を
示
し
て
い
る

市
債

5
56

0
-
55
6

2,
9
28

2,
9
28

1
,7
5
5

-1
,1
7
3

3,
6
15

1,
8
60

3
,0
4
7

-
56
8

5
.3

5
4
8.0

繰
入
金
、
諸
収
入
が
5
年
間
で
半
減
し
て
い
る

そ
の
他

2,
1
10

3
,7
6
0

1
,6
5
0

1,
7
94

-
1,
9
66

1
,3
8
2

-
41
2

1,
7
61

3
79

2
,2
7
4

51
3

4
.0

1
07
.8

特
別
会
計
　

＜
特
別
会
計
＞

総
額
　
（
Ｂ
）

1
7,
0
98

18
,2
9
1

1
,1
9
3

1
9,
3
65

1,
0
74

20
,4
8
6

1
,1
2
1

2
0,
5
47

61
19
,8
7
7

-
67
0

1
00
.0

1
16
.3

健
全
性

国
民
健
康
保
険

6,
2
81

7
,1
2
8

84
7

7,
3
50

2
22

8
,2
3
6

88
6

8,
3
10

74
8
,7
3
1

42
1

43
.9

1
3
9.0

特
別
会
計
総
額
の
5
年
間
対
比
で
は
、
一
般
会
計
伸
び
率
を
下
回
る

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

1,
1
88

44
4

-
74
4

1,
2
83

8
39

1
,3
0
1

1
8

1,
3
04

3
0

-
1
30
4

0
.0

0
.0

１
１
６
．
３
％
公
共
下
水
道
事
業
は
5
年
間
で
減
額
し
て
い
る

公
共
下
水
道
事
業

3,
5
59

3
,9
3
9

38
0

3,
5
61

-3
78

3
,2
3
7

-
32
4

3,
1
56

-
81

3
,1
2
0

-3
6

15
.7

87
.7

老
人
保
険

4,
3
24

4
,6
2
1

29
7

4,
6
07

-
14

4
,7
6
1

15
4

4,
7
14

-
47

4
,7
7
8

6
4

24
.0

1
10
.5

要
検
討
項
目

介
護
保
険

1,
5
55

1
,9
8
4

42
9

2,
2
34

2
50

2
,4
4
5

21
1

2,
7
40

2
95

2
,9
9
3

25
3

15
.1

1
9
2.5

高
い
伸
び
率
を
示
し
て
い
る
の
は
「
国
民
健
康
保
険
」
「
介
護
保
険
」

そ
の
他

1
91

17
5

-1
6

3
30

1
55

50
6

17
6

3
23

-1
83

25
5

-6
8

1
.3

1
33
.5

歳
入
合
計
　
（
Ａ
＋
Ｂ
）

6
3,
5
83

65
,3
6
6

1
,7
8
3

7
0,
4
35

5,
0
69

70
,0
8
0

-
35
5

7
8,
0
37

7,
9
57

77
,4
0
4

-
63
3

1
21
.7

２
、
歳
出
決
算

＜
浦
安
市
統
計
書
　
＞

(単
位
：百
万
円
）

平
成
１
２
年
度
平
成
１
３
年
度
前
年
比

平
成
１
４
年
度
前
年
比

平
成
１
５
年
度
前
年
比

平
成
１
６
年
度
前
年
比

平
成
１
７
年
度
前
年
比

平
成
17
年
度
伸
び
率

一
般
会
計
　

歳
出
構
成
比
1
7/
12
年

＜
一
般
会
計
＞

総
額
　
（
Ｃ
）

4
4,
5
79

45
,2
3
5

65
6

4
8,
8
47

3,
6
12

47
,3
9
6

-1
,4
5
1

5
5,
2
83

7,
8
87

55
,6
2
2

33
9

1
00
.0

1
24
.8

健
全
性

議
会
費

3
56

33
2

-2
4

3
27

-5
32
8

1
3
28

0
32
7

-
1

0
.6

91
.9

民
生
費
、
教
育
費
、
公
債
費
、
消
防
費
、
そ
の
他
以
外
の
項
目
は

総
務
費

7,
5
58

9
,9
2
8

2
,3
7
0

8,
6
84

-
1,
2
44

6
,7
2
9

-1
,9
5
5

5,
7
94

-9
35

6
,3
9
1

59
7

11
.5

84
.6

5
年
間
対
比
で
減
少
し
て
い
る

民
生
費

8,
2
88

9
,0
1
4

72
6

1
1,
4
21

2,
4
07

11
,4
2
3

2
1
2,
5
15

1,
0
92

13
,3
7
4

85
9

2
4.0

1
6
1.4

衛
生
費

5,
9
38

5
,4
7
6

-
46
2

6,
3
95

9
19

6
,9
9
6

60
1

8,
2
37

1,
2
41

5
,8
0
6

-2
,4
3
1

10
.4

97
.8

要
検
討
項
目

土
木
費

8,
5
00

6
,8
7
7

-1
,6
2
3

4,
9
81

-
1,
8
96

6
,0
9
6

1
,1
1
5

5,
7
58

-3
38

6
,0
6
2

30
4

10
.9

71
.3

土
木
費
は
、
H
１
２
年
度
に
特
殊
要
因
が
あ
っ
た
た
め
、
大
幅
な
減
少
と

消
防
費

1,
6
58

1
,6
9
4

3
6

1,
8
51

1
57

1
,7
6
1

-9
0

1,
7
58

-3
1
,8
3
3

7
5

3
.3

1
10
.6

な
っ
て
い
る
が
、
他
の
費
目
に
も
入
っ
て
い
な
い
か
要
検
証

教
育
費

7,
6
08

7
,1
5
7

-
45
1

1
0,
2
42

3,
0
85

8
,7
3
6

-1
,5
0
6

1
1,
9
69

3,
2
33

16
,2
9
5

4
,3
2
6

2
9.3

2
1
4.2

教
育
費
は
児
童
生
徒
数
の
伸
び
（
１
２
２
．
４
％
）
を
は
る
か
に
超
え
る

公
債
費

4,
1
80

4
,2
5
6

7
6

4,
4
51

1
95

4
,7
8
3

33
2

8,
4
00

3,
6
17

5
,0
0
2

-3
,3
9
8

9
.0

1
1
9.7

２
１
４
．
２
％
の
非
常
に
高
い
伸
び
と
な
っ
て
い
る

そ
の
他

4
93

50
1

8
4
95

-6
54
4

4
9

5
24

-
20

53
2

8
1
.0

1
07
.9

公
債
費
も
減
少
せ
ず
、
2
割
弱
の
伸
び
と
な
っ
て
い
る

特
別
会
計

＜
特
別
会
計
＞

総
額
　
（
Ｄ
）

1
6,
0
81

18
,0
1
5

1
,9
3
4

1
8,
3
60

3
45

19
,4
7
1

1
,1
1
1

2
0,
2
06

7
35

19
,4
7
9

-
72
7

1
00
.0

1
21
.1

健
全
性

国
民
健
康
保
険

5,
9
59

6
,6
5
5

69
6

6,
7
72

1
17

7
,6
8
0

90
8

8,
0
42

3
62

8
,5
8
3

54
1

44
.1

1
4
4.0

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

1,
1
85

1
,2
1
2

2
7

1,
2
75

63
1
,2
7
9

4
1,
2
77

-2
0

-1
,2
7
7

0
.0

0
.0

要
検
討
項
目

公
共
下
水
道
事
業

3,
1
85

3
,5
9
7

41
2

3,
4
17

-1
80

3
,0
7
7

-
34
0

3,
1
49

72
2
,9
9
4

-
15
5

15
.4

94
.0

支
出
総
額
が
歳
入
総
額
の
伸
び
１
１
６
．
３
％
を
超
え
る
1
21
.1
％

老
人
保
険

4,
1
09

4
,3
9
9

29
0

4,
3
96

-3
4
,5
1
4

11
8

4,
7
14

2
00

4
,7
3
3

1
9

24
.3

1
15
.2

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
1
２
０
億
円
強
が
平
成
1
7
年
度
か
ら
一
般
会
計
へ

介
護
保
険

1,
4
57

1
,9
6
8

51
1

2,
1
79

2
11

2
,4
3
8

25
9

2,
7
09

2
71

2
,9
3
2

22
3

15
.1

2
0
1.2

繰
り
入
れ
と
な
っ
て
い
る
の
で
、
支
出
総
額
の
実
質
伸
び
率
は
１
２
８
％

そ
の
他

1
86

18
4

-
2

3
21

1
37

48
3

16
2

3
15

-1
68

23
7

-7
8

1
.2

1
27
.4

強
と
見
ら
れ
、
大
き
な
伸
び
と
な
っ
て
い
る

歳
出
合
計
　
（
Ｃ
＋
Ｄ
）

6
0,
6
60

63
,2
5
0

2
,5
9
0

6
7,
2
07

3,
9
57

66
,8
6
7

-
34
0

7
5,
4
89

8,
6
22

75
,1
0
1

-
38
8

1
23
.8

歳
入
合
計
－
歳
出
合
計

2,
9
23

2
,1
1
6

-
80
7

3,
2
28

1,
1
12

3
,2
1
3

-1
5

2,
5
48

-6
65

2
,3
0
3

-
24
5

歳
入
合
計
－
歳
出
合
計
の
余
剰
幅
は
近
年
縮
小
気
味

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 都-41 

＊
一
般
会
計
に
お
け
る
性
質
別
決
算

＜
浦
安
市
統
計
書
＞

(単
位
：
百
万
円
）

平
成
1
7
年
度
伸
び
率

平
成
１
２
年
度
平
成
１
３
年
度
前
年
比

平
成
１
４
年
度
前
年
比

平
成
１
５
年
度
前
年
比

平
成
１
６
年
度
前
年
比

平
成
１
７
年
度
前
年
比

歳
出
構
成
比
1
7
/
1
2
年

＜
一
般
会
計
＞

総
額

4
4,5
7
9

4
5,2
3
5

6
56

4
8,8
4
7

3
,6
12

4
7
,3
96

-
1,4
5
1

5
5
,2
83

7
,8
87

5
5,6
2
2

3
39

1
0
0.0

1
2
4
.8

人
件
費

1
0,8
8
9

1
1,0
2
4

1
35

1
0,9
0
0

-
1
24

1
0
,7
97

-
1
0
3

1
0
,9
86

1
8
9

1
1,7
1
9

7
33

2
1.1

1
0
7
.6

義
務
的
経
費
で
は
、
人
件
費
が
抑
制
的
に
推
移
し
て
い
る
も
の
の

扶
助
費

2
,2
7
3

2
,5
7
8

3
05

2
,9
7
0

3
92

3
,4
86

5
1
6

3
,8
08

3
2
2

3
,9
8
8

1
80

7
.2

1
7
5
.5

扶
助
費
が
大
き
な
伸
び
と
な
っ
て
い
る

公
債
費

4
,1
8
0

4
,2
5
6

7
6

4
,4
5
1

1
95

4
,7
83

3
3
2

8
,4
00

3
,6
17

4
,9
9
9

-
3
,4
01

9
.0

1
1
9
.6

金
額
的
に
は
目
立
た
な
い
が
維
持
補
修
費
の
伸
び
が
大
き
い

義
務
的
経
費
計

1
7,3
4
2

1
7,8
5
8

5
16

1
8,3
2
1

4
63

1
9
,0
66

7
4
5

2
3
,1
94

4
,1
28

2
0,7
0
6

-
2
,4
88

3
7.2

1
1
9
.4

物
件
費

1
1,8
9
9

1
1,8
9
1

-
8

1
2,2
3
7

3
46

1
3
,0
18

7
8
1

1
3
,1
26

1
0
8

1
4,5
1
7

1
,3
91

2
6.1

1
2
2
.0

2倍
以
上
の
伸
び
を
示
し
て
い
る
投
資
的
経
費
の
内
容
チ
ェ
ッ
ク
が
必
要

維
持
補
修
費

7
0
1

7
2
7

2
6

8
7
2

1
45

8
82

1
0

9
01

1
9

9
5
3

5
2

1
.7

1
3
5
.9

補
助
費
等

1
,7
0
5

1
,7
7
7

7
2

1
,7
9
3

1
6

1
,8
58

6
5

1
,8
01

-
5
7

1
,9
2
1

1
20

3
.5

1
1
2
.7

特
殊
要
因
が
あ
る
よ
う
に
思
う
が
、
積
立
金
が
非
常
に
縮
小

経
常
的
経
費

1
4,3
0
5

1
4,3
9
5

9
0

1
4,9
0
2

5
07

1
5
,7
58

8
5
6

1
5
,8
28

7
0

1
7,3
9
1

1
,5
63

3
1.3

1
2
1
.6

積
立
金

2
,0
6
0

3
,5
5
8

1
,4
98

1
,5
5
4

-
2,0
04

1
,2
18

-
3
3
6

1
11

-
1
,1
0
7

5
8
4

4
73

1
.0

2
8
.3

貸
付
金

3
1
4

3
1
9

5
3
2
3

4
3
19

-
4

3
08

-
1
1

2
9
4

-
14

0
.5

9
3.6

繰
出
金

3
,8
7
3

4
,0
8
6

2
13

3
,9
6
5

-
1
21

3
,9
11

-
5
4

3
,3
22

-
58
9

2
,9
6
2

-
3
6
0

5
.3

7
6
.5

投
資
的
経
費

6
,6
8
4

5
,0
1
9

-
1
,6
65

9
,7
8
1

4
,7
62

7
,1
24

-
2,6
5
7

1
2
,5
20

5
,3
96

1
3,6
8
6

1
,1
66

2
4.6

2
0
4
.8

＊
市
税
決
算
額

＜
浦
安
市
統
計
書
お
よ
び
財
政
課
ヒ
ア
リ
ン
グ
＞

(単
位
：
百
万
円
、
千
円
）
）
平
成
1
7
年
度
伸
び
率

平
成
１
２
年
度
平
成
１
３
年
度
前
年
比

平
成
１
４
年
度
前
年
比

平
成
１
５
年
度
前
年
比

平
成
１
６
年
度
前
年
比

平
成
１
７
年
度
前
年
比

歳
入
構
成
比
1
7
/
1
2
年

総
額

2
8,9
5
0

3
1,1
4
7

2
,1
9
7

3
5
,0
15

3
,8
6
8

3
3,9
4
7

-
1
,0
68

3
3,6
6
9

-
2
78

3
5
,0
56

1
,3
8
7

1
0
0

1
2
1
.1

5年
間
対
比
で
は
個
人
市
民
税
の
伸
び
よ
り
も
法
人
市
民
税
の
伸
び
の

市
民
税

1
4,0
7
5

1
5,1
8
3

1
,1
0
8

1
5
,8
61

6
7
8

1
6,0
9
7

2
36

1
6,1
7
9

8
2

1
7
,5
39

1
,3
6
0

5
0.0

1
2
4
.6

ほ
う
が
高
い
結
果
と
な
っ
て
い
る

う
ち
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（２）浦安市の長期財政シミュレーションの試行 
 
 企業が収益向上を計画する時、長期的には設備投資・構造改善等を検討し、短期的には安売

りによる増販・在庫圧縮などの手段により増収を図る事が可能です。しかし、浦安市のような

地方自治体の場合は、税収が主となるため、短期的に増収を図る事は困難だと考えられます。

急な支出＝借金となりやすいのです。できる限り先の見通しを立てて、その準備をする事が肝

要です。 
 そこで、都市経営分科会では、収集可能なデータを用いて浦安市の長期財政シミュレーショ

ンを試行してみました。 
【検討の方法】 
 今まで市役所が行ってきた「積み上げ方式」（収入・支出とも出来る限り細かく費用の予

想を行い、積み上げる方法）はあまりに手間を要するため、当分科会では、収集可能なデ

ータを用いた簡便的なものを考えてみました。 
 過去のデータを用いてシミュレーションを行った結果、浦安市の収入・支出ともに人口

に相関していることが分かりました。 
【分析方法について】 
・分析方法：重回帰分析 
・説明変数：浦安市人口、老齢人口、ＧＤＰ等 
・相関係数：Ｒ２＝0.8以上 
→結果として、市の収入・支出と人口には、強い相関が有ることが判明。 

 
１）前提条件 

 
 市の長期人口推計（試案）を用いて、2030年までの財政見通しの検討を試行しました。 
① 収入 

 重回帰分析により推計、一部補助金などは一定値を採用。 

② 支出 

○経常的支出は、重回帰分析により推計、一部補助金などは一定値を採用。 

○投資的支出については、次の費用を仮に設定し計上。 
・小中学校の修繕：５億円／年 

・ゴミ処理施設等生活基盤の補修費：４億円／年 

・都市整備他：５億円／年 

・減価償却費：66億円／年 

・公共施設新設：43億円 

・債務等：12億円 

○費用計上しなかった項目 

・雨水再整備費用（480億円）のように、市民が我慢をすれば良いのかもしれない事業

については、市民間でシッカリした議論がされることを望んで、費用計上しませんで

した。 

 

２）計算試行結果 

 
 図表 3-2 に示されたように、人口の減少に従って、収入・支出は共に減ってきますが、急
速な老齢化による社会保障費の増大により、収支が逆転することが予想されます。 
 この結果につきまして、週刊エコノミスト（2/27）の記事概要を参考までに記します。 
～都市財政の急速な悪化～ 

１）浦安の高齢者増加率は３大都市圏（東京、愛知、大阪）ではトップクラス。 

 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の市区町村別将来推計人口 2003 年 12 月」を
基に、2000年、2015年、2030年の状況から 65歳以上人口の推定増加率を算定。 
 2000～2015年では、浦安の増加倍率は、2.76倍で 3大都市圏では、２番目の高ランク。
2000～2030年では、3.70倍でランク１としています。 
 全国で有数の財政力が強い自治体といえるが、数十億円ともいわれる TDL 関連の税収
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を除けば他の近郊都市と大差はない。 
 TDLと個人住民税に極度に依存する歳入構造に果たして不安はないだろうか。 

２）一般論として： 

① 2022 年ショック：段階世代が高齢者層に達し、結果として医療・介護保険の出費に
ドライブをかける。後期高齢者（75歳以上）の一人当たり年間医療費は 81.5万円、45
～64歳では 24.8万円。 

② 経常的費用を削減して、軽い自治体への脱皮が必要か。 

 

図表3-2 浦安市の財政見通し（2008年～2030年）検討試行結果 
  億円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）減価償却費について 

 

 企業会計において、減価償却の考えは重要な部分を占めています。 

 即ち、企業はその競争力を維持・向上させるためには、現有設備・施設の老朽化・陳腐化

を避ける必要が有ります。その為、減価償却の考えを導入し（固定資産から流動資産への振

替）内部資金としています。（減価償却費→費用計上→売上金として回収） 

 内部資金として留保利益と減価償却費などがありますが、これらは経営活動によってもた

らされた資金で、返済の必要もなければコスト負担もない、きわめて好ましい資金となって

います。 

 同様の事が、浦安市にあてはまるか考えてみました。 

 浦安市は、急成長に伴うインフラ整備として、箱物をたくさん作ってきたので、現在多額

の減価償却費があります。 

 この減価償却費を内部資金として、投資をするとしましょう。 

 市の施設は、中期的には建替えは必要ないので、投資先は別の箱物になる可能性が大きい

です。 

 極論すれば、浦安市において或る施設の減価償却をすると、その資金は別の施設の建設に

回り、結果的に施設数が増え続け、減価償却費も維持費も増え続ける事となります。 

 単純に浦安市の財政バランスに減価償却の考えを導入する事は、検討の余地が有ると考え

られます。 

 現在の浦安市の会計手法には、減価償却の考えは入っていませんので、上記の事項は杞憂

かもしれません。 

 しかし実際に、施設の減価償却を行っていませんので、施設の立替はどうすれば出来るの

でしょうか。 

 平成17年度一般会計において減価償却すべき金額は、66億円となっています。 

 前記のように、この金額は施設の建替えに要する費用です。 

 何らかの形で、残しておく（貯金）必要が有ります。残しておきませんと、将来的に費用

として発生しますので、借金をするハメに陥る可能性が有ります。 
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 一番簡単な方法は貯金をする事ですが、将来の為、年間66億円も貯金することは、非現実

的だと思われます。 

 世代間の費用負担の公平性（施設利用者が費用負担をする）を考えますと、 

① 先ず、これら施設を建設するにあたっての借金の返済に充てること 

② 次に、貯金をすること 

③ 最後に、目的を明確にして、一定規模の投資を行うこと（＊注） 

等を優先的に行うことが重要だと思われます。 

 建替えに必要な費用の積立については、仮称「公共施設建替え基金」を新たに設置するな

どして、ルール化することが望まれます。たいへん難しいことですが、多額の減価償却費＝

建替えに必要な費用、を念頭に置きつつ、慎重な財政運営を行う事が求められます。 

（＊注） 投資のあるべき論から、建設投資は、経常余剰（経常的歳入－経常的歳出）の

範囲で行われるべきと考えられます。 

①減価償却費 ＝ 経常余剰  ⇔  将来への付けなし 

②減価償却費 ＞ 経常余剰  ⇔  将来への負担あり 

③減価償却費 ＜ 経常余剰  ⇔  将来への余剰あり 

 原則として、財政が③の状態（現在の浦安市）のみ、新規投資の是非が可能で

はないでしょうか？ 

 上記の価値尺度を示すという意味で、減価償却費の必要性の論拠とできると思

います。歳出増加が予想される今後を想定すれば、自治体の会計にも減価償却の

考え方を加味する必要性は急務だと考えられます。 

 

４）解析モデルについて 

 

 今回、重回帰分析を行い、浦安市の収入・支出と人口に密接な相関が有ることが分かりま

した。 

 一回、回帰分析モデルを作ってしまえば、容易にシミュレーションを行うことは可能です。

EXCELを知っていれば、誰でも計算できます。 

 このような統計解析手法を用いて、簡便的なシミュレーションを適宜行うことにより、都

市経営の効率化が図られるものと考えられます。 

 専門家を交え、こういった簡易モデルを多数構築することが望まれます。 

 
（３）浦安市の長期財政の安定化にむけて 
 

１）長期財政ビジョンの明確化 

 
・長期財政シミュレーションを行い、健全な財政構造の目標とそれを維持していくための

見通し（財政ビジョン）を明確にする。 
・将来バランスシートや財務的シミュレーションにより、成果志向の行財政改革を促す。 
・課税自主権の拡大及びその行使、地方債、投資的経費などに代表される「受益と費用負

担」の問題について市民への充分な説明責任を果たす。 
 
２）財源の安定化にむけて 

 
① 財源の重点的配分を行ない、人口が増加する、魅力ある都市づくりを実現 
 市民の要望は多岐にわたり、そのすべてを実現することはむずかしい。基本目標で「目

標とする都市像」を明確にし、限られた財源を重点的に配分することによって魅力ある都

市を実現、人口流入･税収増を図る。 

② 担税源確保策の検討立案 
 歳入の大半を占める市民税、固定資産税の増収施策～たとえば、子育て世代の人口増加、

中高所得層誘致、優良企業･学校の誘致など～の具体的検討と立案が必要。また、施策実行

にあたっては、住民参加型ミニ公募債発行など市民自らが財源確保に参加する仕組みづく
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りも検討すべき。 

③ 市民参加 
 予算案作成プロセス、決算における差異分析、行政評価などに市民参加領域を拡大。市

民の経験･知識・技能を財源の効率的運用に活かすとともに、行財政運営の５つの基本原則

（規律性・公平性･効率性･透明性･客観性）遵守に活かしていく。 

④ 管理会計の導入とＰＤＣＡの徹底 
 管理会計の導入により公会計（現金主義・単式簿記）の弱点を補強し、財政運営の成果

把握を確かなものとするとともに、施策実行過程での課題解決にＰＤＣＡを活用する。 

 

３）効率的な優先配分（施策の優先化・事業の重点化・効率化）の考え方 

 
◇ 基本的な考え方 
 地方自治体における行政には基本的な役割がある。つまり、地方行政の責任は、 

① 「安心の給付」の保障責任～教育・福祉・医療・防災という現物給付によって基礎的

ニーズの補完責任と生活の容器としての環境保護責任 

② 安心からチャレンジへの基盤づくり～社会的セーフティネットから社会的トランポリ

ン（市民力の強化）へ 

の２つがある。 

 ①は絶対的要件であって、②は財政上の余裕を活用して、市の生成発展のために市民の

人的パワーの強化に努める。 

◇ 施策優先化の執行のあり方（事業の重点化・効率化） 
① 政策（長期）・施策（中期）・事務事業（短期）に対する市民ニーズ（行政評価市民

調査、市長マニフェスト、等）や行政サービス水準のベンチマークなどによる施策優

先方向の判断 
② 市民（市民活動・企業）との協働を基本とした行政サービスの仕分けと、公共サー

ビスにおける市民（市民活動・企業）と行政の適切な役割分担 
③ 管理会計手法導入と行財政運営５原則（規律性・公平性･効率性･透明性･客観性）の

徹底、市民参加による都市経営のＰＤＣＡサイクルの確立による事業の重点化・効率

化 
 

（４）長期財政の安定化にむけた的確な財政情報の開示 
 

１）インフラ資産や将来世代の負担といった「ストック情報」の開示 

 

 浦安市は、他市町村に先駆けて、平成13年度より、公有財産台帳の「財産」を企業会計ベ

ースの「資産」に組み替え、減価償却も実施した連結バランスシートの作成が行われていま

す。これは、素晴らしい実績で大変評価できるものではありますが、現状の連結バランスシ

ートが複雑かつ難解であるため、利用しづらく、実質的に財政情報の共有とはいえません。 

 「住みがいのあるまち」では、財政は、『住民と行政の共同の財布』です。健全な財政を維

持するためには、「財政情報の共有」、「財政の透明性の確保」、「政策評価に必要な経営情報の

開示」といった諸目的を果たす必要があります。 

 バランスシートは、住民が自治体の財政診断を行うにあたって必要不可欠となる様々な情

報を含んでいます。しかし、住民の興味は、その難解なバランスシート自体にあるのではな

く、そこから読み取れる今後の浦安を示す『羅針盤』となる分かりやすい情報です。 

① 「今後起債をしなければ何年で償還可能か？」・「将来世代にも安定した行政サービス

が提供可能か？」といった、「将来世代の負担」を表す情報を積極的に開示する。 

② 安定した行政サービスを提供するために重要な意味を持ち、今後、民間活力【PFIな

ど】の活用が予想される「インフラ資産」【道路や橋・河川の堤防や港湾など社会的産

業基盤と病院・上下水道などの社会的経済基盤】に関する情報を詳細に開示する。 

③ ストック情報の前提となるバランスシートは、発生主義・複式簿記に基づく事業別の

予算書・決算書を利用して作成する方向で準備・検討を行う。 
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④ ストック情報の信頼性を確保するため、今後、評価機関にて、決算統計の作成プロセ

スで保存すべき資料等を規定し、公認会計士による委託型外部監査制度を受ける方向で

準備・検討を行う。 

 資産とは「現役世代だけでなく将来世代も利用可能な資源」を意味します。また、負債と

は、「将来世代に先送りされた負担」を意味します。今後、浦安市でも人口増加が頭打ちとな

り、高齢化が進んでいくと予想されます。従って、『ストック情報』の役割は、ますます重要

となり、その効果も多様なものとなります。 

① 住民及び市場の信用が得られ、財政の持続可能性が確保される 

② 「情報の共有」が、行政と住民のパートナーシップ関係の構築に貢献する。 

③ 行政に「顧客主義」の感覚ができ、行政の信頼度が向上する。 

④ 住民への説明責任が充実する。 

 
２）住民の理解しやすい事業別予算書・決算書の作成 

 

 私達は、自分たちの税金がどのように使われているか分かりません。また、現状の議会に

おける予算の議決対象は、公共サービスの内容を大まかな項目に振り分けたものにすぎず、

個別の事業ごとに説明したものではありません。これでは、客観的な個別事業ごとの費用対

効果分析を行うことはほぼ不可能であり、税金が無駄遣いされているかもしれません。「住み

がいのあるまち」では、税金は無駄なく使われ、どう使われているかという納税者の疑問も

すみやかに解決する必要があります。 

 そこで、「簡素で効率的な行財政システムを構築」し、「意思決定と政策評価に有用な情報

を提供」する目的で、管理会計の視点を取り入れた情報の作成と活用が必要不可欠です。 

 行財政改革では、自治体が有するヒト、モノ、カネ、情報という限られた経営資源のマネ

ジメントを統合して、それを生活重視の施策に効率的に使用しなければなりません。また、

説明責任も当然果たされる必要があり、それは、納税者の視点に立った、住民にも「コスト

の把握及び成果の測定が可能」な情報であるべきです。 

① 公共サービスの内容を個別事業ごとに説明した「簡素」かつ「住民の理解しやすい」

事業別予算書・決算書の作成し、予算編成や決算分析に活用する。 

② 「基本計画」に数量的把握が可能な目標値を設定し、その達成度を表すものを政策評

価の役割とする。 

③ 課税自主権の拡大及びその行使、地方債、投資的経費などに代表される「受益と負担」

の問題については、評価機関にて、官民共同による議論を行う。また、住民に分かりや

すい事業別予算書・スットク情報などを利用し、市民会議への充分なアカウンタビリテ

ィー【説明責任】を果たす。 

 「住みがいのあるまち」では、住民が「共同の財布」を自らやりくりできることが大切で

す。そのためには住民にも分かりやすい財政情報を開示し、やりくりの仕方をみんなで話し

合う場が必要です。その効果は、真の「協働」への第一歩となります。 

① 「国に頼らない地方主権の時代に即した財政」に対する住民意識の向上 

② 成果評価と予算編成が連動し、行政への信頼度の向上 

③ 住民への説明責任が充実する。 
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４．都市経営の規範と人材を育成する 
 

 

 

（１）都市経営における市民の役割と市民人材育成 

 
１）都市経営における市民の役割 

 

 これからの都市経営には、市民の参加と協力が必要である。市民においては、住民の価値

観と要望が多様化する中で、地域の課題については、市民がまず主体的に対応し、対応しき

れないものは地方自治体行政が対応するとの発想の切り替えが求められる。 

 また、公共サービス領域が広がりをみせる中で、市民及び市民活動団体に新たな公共サー

ビスの担い手として期待されている。 

 今後、団塊世代が大量に地域に戻ってくることを踏まえ、多様な技能、資質を持った市民

を人材として都市経営に活用していく必要がある。 

 一方、現状では市民の「市民活動」「公共使命感」が希薄である。都市経営の主体として、

市民に期待される役割を知り、行動へとあらわしていくことが必要である。 

 市民が社会貢献や自己実現を実感しうる社会を創ることを目指し、幅広く活動を展開して

いくに際して、市民自身が「都市経営に求められる資質」をひとつ一つ学び、身につけて行

くことから始める。 

 
２）市民の人材育成 

 
① 既存の仕組みや経験の改善 
◇ 市民活動センターの有効活用 

 市民活動センターが開設され、その狙いとするところは質の高い協働を定着させると

ころにある。活動自体は揺籃期にあるといえ、さらに高いレベルの活動が望まれる。 

 現在でも、ここには市内の各種団体などのファイルがあり活動状況にアクセスするこ

とがでるが、ＮＰＯ、ボランティア等の市民団体の登録、シニアベンチャーの登録、協

働に関する市民の窓口業務の強化など、協働の中核機能を発揮できるよう活動を強化し

ていくべきである。 

 また、市は現在縦割り行政の中での協働であるが、協働が市民と行政の間で定着する

までの期間、これを横断的に捉える組織が必要で、この組織が「市民活動センター」を

管轄し市民サイドと協力し、高いレベルの協働が根付くよう機能すべきである。 

◇ 既存の各市民団体の役割のレビューとあるべき姿の構築 

 浦安には各地区の自治会、町内会やその連合組織である自治会連合会、集合住宅の管

理組合とその連合組織である住宅管理組合連合会等、協働を担うに足る組織が存在する。 

 また、都市経営分科会ではいわゆる市民団体だけでなく、地場産業や神社仏閣、釣船

屋形船業等も市民と認識している。例えば、震災時へのあるべき対応を論じようとした

とき、これらが総力を挙げた連携が欠かせず、また日頃からその存在意義を認識してい

るからである。これらの団体間のパートナーシップのあり方、また補完、補充すべき機

能などを整理し、行政サイドと二人三脚でのあるべき姿や役割を明確にし、行動に移し

ていくことが重要である。 

② 新しい仕組みや試みの提案 
 効果ある協働を実現するには以下のような新しい試みも必要である。 

ⅰ）市民まちづくり大学の設置 

 市民と市との協働による質の高い都市経営を推進する市民活動や地域活動、市民本位

の産業活動の中核となるリーダー・専門家の育成・活用とともに、市の都市経営政策へ

の市民提言及びモニタリング・評価などを行う「市民まちづくり大学」を市民の手で創

設する。 

提言⑦～提言⑧説明 
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 市民まちづくり大学では市民の一般的な教養や知識を豊富にする講座などを含める

ことを否定するものではないが、ここでいう市民大学は主として協働による質の高い都

市経営やまちづくりを狙うもので 

ａ）中核となる人材、リーダー足りうる人材(コーディネータ)を育成する。 

ｂ）いわゆる講義形式だけでなく、なるべく実践の場を提供する。 

ｃ）また、浦安市民から講師、指導者を選任するよう努力する。 

ことに主眼をおくべきである。 

ⅱ）人材ナレッジバンクの構築 

 浦安にはまちづくりに貢献しうる豊富な経験、高度な知識、技術、技能をもった人材

が豊富に存在する。これらの人材を有効に活用しうるようナレッジバンクを構築し、的

確な市民の参加を促しやすい環境を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）学校教育における社会貢献教育 

 浦安の次世代を担う人材育成として教育（義務教育・高等学校教育）を充実するとと

もに、実践的な社会貢献教育を組み込む。 

ⅳ）社会貢献意識を高める市民運動（うらやす「ありがとう市民運動」）の展開 

 「ありがとう」（感謝する心）は教育再生の切り札であり、感謝すれば不満はなくな

る。生きがい、働きがいの再生のため、家庭・学校・企業社会で心をこめた「ありがと

う」。 

ⅴ）コミュニティ活動の推進（市民活動・交流分科会提言参照） 

① 市民活動センターの有効利用。人材育成の観点からのプログラムの検証。 

② 既存の市民利用施設（老人クラブ、町内会集会所）を公の施設として、より広範囲

な地域活動拠点・多目的利用が可能なコミュニティセンターとして活用できるように

する。 

 

市民まちづくり大学 
 

・浦安の歴史・文化・自然等の特色（強

み、弱み）の学習（生涯教育） 

・まちづくりの中核となる人材育成と

活用の橋渡し（人材ﾅﾚｯｼﾞﾊﾞﾝｸ） 

・市民主体で市の都市経営政策への市

民提言・モニタリング・評価などを

行う。 

・住みがい調査の定期実施など市民意

向の集約と分析・情報発信 

・企業経営経験者の積極活用（企画運

営、講師など） 

・知恵産業、知恵ビジネスの発信、等 

市民活動支援組織（中間

支援組織）の機能強化 
※市民活動・交流分科会提言 

 
・市民活動センター 
・ボランティアセンター 

ＮＰＯ 

地域活動センター 
※市民活動・交流分科

会提言 

・地域活動のﾈｯﾄﾜｰｸ・

情報発信拠点、ｺﾐｭﾆﾃ

ｨｾﾝﾀｰとして、公民館

や自治会会館、自治会

集会所、老人倶楽部会

館等の機能・運営手法

の再編 

民間企業等 

大学・研究機関等 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
活動団体 

浦安市行政機関 
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（２）都市経営における行政職員の役割と職員人材育成 

 
１）都市経営における行政職員の役割 

 

 市政を効率的かつ効果的に運営し、さらに積極的な行政改革を進めていくためには、事業

の見直しと共に職員の意識改革も欠かせない。与えられた任務を受身で処理するだけではな

く、市民の意向を捉え、より積極的に“打って出る”能動的な意識を持つ職員がいなければ

行政改革は進まないだろう。 

 浦安市でも、数年後から職員の大量退職時代を迎えることになる。しかし、これまでとは

異なり、職員に大量採用が許されるような時代ではない。 

 むしろ少数精鋭を追及し、時代の変化に即応して自ら考え問題解決に取り組むような、能

力の高い職員をいかに育成するかを考えるべきである。 

 そして、そのためには職員を取り巻く様々な制度の改善が欠かせない。 

 
２）職員意識改革と能力向上 

 
 民間企業に比べて行政サービスの生産性には相当の改善の余地がある。職員に民間企業の

センスの導入は必須である。職員ひとり３役（マルチプレーヤー）を目指して、職員意識改

革に根ざした能力の向上を進める。 
① 民間企業と自治体の人事交流：国内企業への留学制度を充実する。 
② 「目標管理制度」や成果に基づく人事制度（例えば、管理職との成果契約）を全庁的に

導入して、各自の自己啓発を促すとともに努力を重ね成果を出した職員の給与や待遇が引

き上げられるようにする。 
③ 職員研修の大幅な充実を図る手段として「職員能力開発センター」の設置を検討する。 
④ 提案内容を人事考課に加味するなど今以上のインセンティブを与えることで、職員提案

制度を民間企業並みに活性化する。 
 
３）職員が能力を発揮できる行政組織改革 

 
 浦安市の行政運営に関わる職員数は、少数（例えば、官営と民営との同じ事業での生産性

を考慮すれば、現状の６割程度の人員）精鋭主義を旨として、職員ひとり一人の能力が発揮

されるフラットで意志決定のしやすい簡素な体制づくりを進める。 
① 課題ごとに各部課から機動的に人員と予算を投入し、問題解決をはかるタスクフォース

（少数精鋭）制度を導入する。縦割りの業務のムダを排除する。 
② 権限の下部移譲を進め、部課長が迅速に意志決定（各部課の主体性を活かした予算編成

など）のできるフラットな体制づくりを進める。権限基準の明文化を行い規範とする。 
③ 外部人材を、事業ごとの一定期間契約を含め活用し、多様な目線を行政に組み込む。人

材ナレッジバンクを活用した市民人材の有期嘱託としての採用、民間企業人材の登用、等。 
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５．協働の都市経営システムを創り上げる 
 

 

 

（１）「協働」とは 
 

１）「協働」の定義と意義 

 

 都市経営分科会で協働という言葉を使う場合、それは「共通の目的を達成するために市と

市民が、それぞれの果たすべき役割と責任を自覚して、対等な立場で協力し合い、補完し合

うこと」である。また、その場合の市民とは所謂市民だけでなく浦安市に存在する自治会な

どの団体、集合住宅の管理組合やその連合体、ＮＰＯ、ボランティア団体等が包含されるだ

けでなく、浦安市にある企業も企業市民である。 

 また、市長を頂点とする行政機構だけでなく、今回は殆ど未検討に終わったが、浦安市議

会等が含まれることはいうまでもないことである。 

 Wikipedia等では一般に協働の語源はCollaborationといわれている。一方、辻山幸宣 編

著の「住民・行政の協働」は協働の由来について触れているが、インディアナ大学のオスト

ロム教授が“Comparing Urban Service Delivery Systems”の中でキー概念としてCoproduction

という言葉を使用し、これが「協働」と訳され、その含意は「地域住民と自治体職員が協働

して自治体政府の役割を果たしていくこと」と紹介されている。Coproduction であるから、

単なる活動というだけでなく、何かを生み出していくというニュアンスが含まれるものと理

解される。浦安における協働は価値あるものを生み出すことを目指して行政と市民が活動す

ることを目標としていくべきである。 

 

２）市民参加と協働 

 

 明治維新以降、我が国は一貫して中央集権国家であり、地方は中央政府の作った法律を執

行する横並び行政に終始してきたといえる。したがって、地方はどこを見ても均質的な存在

であったが、それでも経済的には右肩上がりの時代が続き、大きな矛盾は発生しないできた。

そんな中で、高度経済成長を経て我が国の自治体は浦安市に限らずインフラなどのハード面

はかなり充実し、市民も物質的には豊かさを享受できるようになった。 

 しかし、バブル崩壊後、経済は成熟期に入り、今やハードではなくソフトの時代に入って

きている。また、国の財政難なども手伝って、十分ではないが財源なども地方に移管され、

地方が独自に事業を企画し推進せざるを得ない状況になってきている。 

 このような環境下にあって、市民サイドもこれまでの上意下達の社会には満足できず、市

民が主体の社会を目指し、単なるサービスの受け手としてだけでなく、提供者として共助型

社会を指向し、行政サイドとは適度な緊張感を維持しながら、互いに切磋琢磨しつつ発展す

るパートナーシップを切望するようになってきた。 

 このような社会にあっては、市民の価値観や要望は多様化、高度化していくのは必然であ

り、また、少子高齢化の高まり、世界の中での教育レベルの相対的低下など深刻な問題も多

く抱えるようになってきている。これまでのように全てのサービスを中央や地方の行政府が

担うことは到底不可能であり、また担ったとしてもそれは非効率なものになり、財政的にも

早晩行き詰まることが危惧され、対応が難しくなってきている。 

 一方、市民サイドをみると自治会や各種の団体、ＮＰＯ、ボランティア団体等が立ち上が

ってきており、これらの専門性を有効に活用することによって、これまで行政サイドが担当

していたサービスや事業を効率的に推進しうる可能性が生まれていて、協働が注目されるよ

うになってきた。 

 浦安という都市を見た場合、現在の財政的な健全さを背景に、他市に比較すると概して市

民満足度は高いといえるが、これまでの延長で行政サービスを全て市で引き受けるのは不可

能な状態であり、さらに行政のスリム化を進めるためにも、行政が担うべき役割と市民との

提言⑨～提言⑭説明 
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協働に期待する部分の線引きを明確にし、それに向かって具体的に行動を起こす時期にきて

いるといえる。 

 以上は一般的な協働について述べたものであるが、浦安には浦安なるが故の協働の意義が

存在すると考えている。浦安は将来とも現在より少し人口が増えた中規模都市として歩むこ

とを目指そうとしている。独自路線の行く手には財政負担を含め、バラ色だけではなく幾多

の困難も横たわっていることは想像に難くない。それを乗り切って行く原動力は市民の団結

力や一体感、行政や議会の求心力である。 

 浦安は４ｋｍ四方のこぢんまりとした街であり、優れた施策の選択により市民全体の意思

疎通や一体感の醸成が比較的容易な都市といえる。例えば、現在の浦安市と近隣の１～２の

都市と合併した浦安市を想像し比較すれば容易に理解できるといえる。 

 一方、浦安には高度な知識や技術を持った市民が多く、しかも団塊の世代は今やリタイア

の時期を迎えようとしており、自ら持つパワーを社会の発展に活かせれば、それは大きな喜

びや生き甲斐の源泉となり、協働が市民の郷土愛や自己実現を実感しうる手段にもなりうる。 

 このように浦安にあって、協働には、あらゆる階層から持ち場に適した市民の参加が比較

的容易であり、また、市民から見ると、それだけ協働の存在価値も大きくなる。浦安では他

都市にない協働の意義というか重要性があり、実りある協働を実現することによって市民と

行政の一体感や意思疎通がはかられ、他から羨まれるアイデンティティのある都市として自

他共に認める存在となりうると考えている。 

 

（２）行政のＰＤＣＡサイクルの各段階での協働 
 

 これまでも市民参加や協働の場は存在した。浦安市民参加推進条例に「市は政策等の形成、

実施及び評価の一連の過程において、市民が参加できるよう、その機会に努めなければなら

ない」とあるが、ＰＤＣＡの各段階で外部からのチェックが入る仕組みを構築し、この精神

を具体化する必要がある。 

 また、市民参加、協働の場を無制限に設けることは不可能なので、重要度の高いもの、効

果の期待できるものを選び試行することからスタートすべきと考える。 

 

① 計画（Plan）段階→既存のパブリックコメント制度や審議会制度の他、多様で多く
の市民の意向を把握・反映する総合的広聴広報システムや市民会議方式の発展 

② 実施（Do）段階：市民及び市職員の人材育成を通した協働事業や行政改革推進 
③ 評価（Check）段階：行政評価への市民参加と評価システムの構築 
④ 改善（Act）段階：評価を反映させた公共サービスの担い手の再分担と効率性の向上 
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図表5-1 都市経営のＰＤＣＡサイクルにおける協働の仕組みの体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）多様で多くの市民意向を把握・反映する総合的広聴広報システムや市民会議方式の

発展 
 

 浦安にはこれまでにも協働の場はかなり用意されてきている。まずは、それらの現状を見

直し、活用度や効果を高めることが肝要である。 

 

１）調査目的に応じて市民意識調査を行政評価市民調査へ体系的に再編 

 
 従来の市民意識調査を調査目的に応じた行政評価市民調査に再編する。 
 なお、各調査の前提には浦安市の政策、施策、事務事業を常時、わかりやすく市民に知ら

せる広報システムの整備と充実が不可欠である。 
 
① 政策評価調査 
・市民の行政施策への満足度は行政への信頼度と大きく相関する。行政施策の質の向上

をはかる行政改革の方向性を探る「行政信頼度調査」を検討・実施する。 
・市民が能動的に都市経営に参画する協働システムの検証・評価の指標となる「住みが

い度」指標を構築し、効果を計測する「住みがい度調査」を検討する。 
② 施策評価調査 
・従来の市民意識調査から「施策満足度・重要度」調査を分離して、各施策を構成する

事務事業の効果を検証し予算配分の重点化を検討する指標のひとつとして、毎年度の

予算編成時期にあわせて実施する。 
・施策への不満の具体的内容を自由回答方式で求め、施策を構成する事務事業の具体的

な改善内容を把握する。 
③ 事務事業評価調査 
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・一定規模以上の新規・拡充事業及び継続的な主要事業については、事業内容と予算額

等を示して、事業に対する市民の納得度を把握し、事業の「事前評価」に活用する。 
・調査は実施計画改定時期や当該事業実施年度予算編成時期にあわせて実施する。なお、

評価対象事業数が多い場合、施策部門ごとに区分した調査を検討する。 
 

２）市民意識調査の実施手法の改善 

 
① 現行の無作為抽出・郵送方式による市民意識調査の信頼性を高めるため、統計学的な

改善（サンプル数を減らし回収率向上（50％→70％）のための工夫。調査経験者の５年
間除外、選択肢提示順序のローテーションを実施、等） 

② 無作為抽出による調査の他、調査目的に応じて層別・業態別の調査手法の検討・導入。 
③ インターネット、携帯端末を利用したモバイルアクセス技術やＳＮＳ（Social 

Networking Service）を活用したアンケート調査手法の検討・実施。 
④ 庁内でのデータ集計・分析機能の強化。 

 
３）多様な広聴手法の実施と総合的な市民ニーズ反映システムの構築 

 
① 従来の「市長への手紙」や各課へのメールでの問い合せ・意見収集の仕組みに加え、

必要に応じてグループインタビューや「市長と語る会」など多様な広聴手法を検討する。 
② 多様な手法で得られた市民の市政への意見・提案を総合的に集計・分析し、「政策」・「施

策」「事務事業」に振り分けて課題を整理し、行政評価市民調査結果と総合化する市民ニ

ーズ分析システムを構築する。このため、市民を交えた「広聴専門委員会」を設置する。 
③ 行政評価システムにおいて、こうした分析結果を活用し、政策・施策・事務事業の評

価と改善方向の検討を進める。 
 

４）分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス） 

 
① 各種の調査結果を市民にわかりやすい表現で、ホームページや報告書で公表する。 
② 従来の「市長への手紙」の回答システムを活用し、様々な手法で得られた市民の意見・

提案を束ねて、どのように市政改善に反映されたか、何故反映されなかったかを明確に

公表する「市民ニーズデータバンク」の仕組みをつくる。 
③ 各種の行政評価において、こうした市民の意見・提案がどのように活用され、反映さ

れたか、市民にわかりやすく報告する「行政評価白書」をつくり、ホームページや報告

書で公表する。 
③ こうした仕組みでつくられる「Ｑ＆Ａ」を活用し、同様の市民からの電話での問い合

わせや意見に対して、総合的に対応・回答する「コールセンター」を設置する。 
 

５）充実した情報提供 

 

 協働を支える機能として、市民と行政による情報の共有は不可欠な要素である。情報公

開という観点からみると浦安では必要な情報はかなり得られる感がある。ただ、以下の方

向で、さらなる努力が必要である。 

① 分かり易い形に加工した情報の提供 
 将来の予測を含む財政事情や予算やその執行状況について、図表などを用いた「一目

で理解できる」情報提供が必要である。一例として中学生が理解できる浦安の財政事情

とかを企画してみる。 
② 受け手が分析できるデータの提供 

 浦安には分析手法を身につけた市民が多数存在するので、受け手が分析できるオリジ

ナルデータも提供すべきである。また、分析結果は公開して貰い市民で広く共有して討

議するのも一案である。 
③ リアルタイム性への配慮 
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 情報は鮮度の高いことが要求されるケースが多い。全てが纏まって段階で結果が公開

されるというより、より早くという観点での提供が必要である。 
 

６）市民会議方式の発展 

 
 今回の市民会議は浦安の協働の歴史上エポックメイキングな出来事であり、壮大な実験

であると認識している。今回の提言は基本計画に最大限活かされ、また実施されるものと

期待している。 
 また、今回の市民会会議への参加者は市民会議方式そのものを高く評価している。した

がって、提言には深い愛着を持っており、提案書自体はもとより、その行間にあるものに

ついても理解できている。おそらく提言が市民にとって大きな成果につながるよう声援も

するであろうし、頓挫しかけたときは警鐘を鳴らし叱咤激励することになろう。 
 市民会議の目的は市民の目線で政策を検討、提言し、行政に民意を反映させると同時に、

市民間や行政と市民の意思疎通や一体感を醸成することを狙いとしたい。また、継続する

ことは市民会議を経験する人口の増加を意味し、郷土愛や自己実現を実感するだけでなく、

行政や街づくりへの積極的な参加の必要性を市民間に浸透させる効果的な手段である。 
【詳しくは「提言編：提言⑩：市民会議発展型提言」参照】 

 
図表 5-2 総合的な広聴広報システムのイメージ 
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分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス） 
・各種調査結果の公表（ＨＰ、調査結果報告書・要旨） 

・市民ニーズデータバンク（市民意見の分析整理と対応方針の公表） 

・行政評価白書（事務事業評価、施策・政策評価への反映結果の公表） 

・コールセンター設置、等 
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チエック

チエック

チエック

規律性

透明性・客観性 公平性・効率性

市民
参加

市民
参加

市民
参加

市民評価システム

市民協議
会

評価

評価
評価

行政

（４）市民参加による評価機関の設置 
 
・基本 5原則の実効性を確保するため、市民による評価機関を設ける。 
・この評価機関は、現在行われている事務事業評価のレベルを遙かに超える。単なる形式的な

事後評価でなく、一定規模以上の事業に関する政策の事前評価、討議、中間評価、事後評価

並びに結果検証と予算措置の改善スキームを構築する。 
・ＰＦＩ事業等の大規模事業は、事前評価に加え中間評価を必須とし市民に中間評価を公表す

る。 
・この評価機関は、事業の目標値及び評価の指標値（ベンチマーク）の適格性、評価基準、効

果検証の手法等に関する結果報告書を公表する。 
・監査事務局は、評価機関の結果報告を踏まえ改善措置の状況を市民に公表する。 
 
（参考） 

 
１）市民による評価機関（行政外部評価制度）の組織 
① 「浦安市評価機関設置要綱」を定める。 
② 一定規模以上の政策・施策・事業に適用する。 
③ 学識委員、市議会議員、市民、市職員等で構成する。 
④ 評価基準及び評価指標を定める。 
⑤ 評価対象の定性分析と定量分析を討議する。評価対象は、経常経費と投資的経費に分

ける。 
⑥ 行政が行った事前評価を市民が事後評価する。 
⑦ 大規模事業の事前評価を実施する。 
⑧ 評価者が偏らないよう配慮（公聴会の開催等）する。 
⑨ 任期は 2年とし再任は不可とする。（1年毎に半数入替） 
⑩ 審査結果は、監査事務局に送付し公表する。 

 
２）市職員による評価機関（行政内部評価制度）を設置する。 
① 公平性、効率性、透明性、客観性について、毎年度評価シートにより報告する。 
② 評価シートを市民による評価機関に送付する。 
③ 市民による評価機関で審議する資料を作成する。 
 
【詳しくは「提言編：提言⑫：評価機関提言」参照】 

 
図表5-3 基本原則と市民による評価機関とのかかわり 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 都-56 

（５）行政改革とは 

 
１）行政改革とは 

 
 地方自治体における行政改革は、1990年代初頭に急速に注目を集めたテーマである。 
 この時期、長引く不況による税収の落ち込みや行政需要の多様化といった社会経済環境の

変化から、多くの自治体がそれまでの行政運営の手法を見直し、急速に変革せざるを得ない

状況になっていた。 
 このとき行政運営に求められ始めたのが、民間経営で用いられる経営能力と評価能力であ

り、それらに基づく「ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）」の導入である。 
 ＮＰＭは、先行して同様の改革に取り組んでいたアングロサクソン諸国で構築されたマネ

ジメント理論で、その中軸は民間企業の経営手法などを行政経営に導入することで行政の効

率化・活性化を図ることにある。 
 具体的な特徴として「自治体の政策形成とその実践―横須賀市の挑戦（金安岩男・横須賀

市都市政策研究所/編）」では、次の成果志向、顧客志向、市場機構の活用、分権化の４つが

挙げられている。 
① 第一の「成果志向」とは、従来の行政サービスを特徴づけていた投入志向や手続き重

視から算出重視への移行である。 
② 第二の「顧客志向」は、行政サービスの受け手である住民を顧客として位置付ける。 
③ 第三の「市場機構の活用」は、行政内部および外部を問わず競争を通じて室と効率性

を改善しようとする。より具体的には、民営化手法、エージェンシー、内部市場などの

契約型システムを導入しようとするものである。 
④ 第四の「分権化」は、行政運営を出来るだけサービスの現場に委譲することである。 

 これは、ヒエラルヒーの簡素化ともいえ、肥大化した行政組織を統制しやすい組織に変革

しようとするものである。 
 全国の地方自治体では、現在でもこのＮＰＭの理論に則して、行政評価、民間委託、指定

管理者制度など様々な手法による行政改革の取り組みが行われている。 
 

２）浦安市における行政改革の必要性 

 
 今までのところ、浦安市は好調な税収を背景にして他市に比べて恵まれた財政状況にある。 
 しかしながら、長期的に考えるとこれまでのような大幅な税収の伸びを今後も期待するこ

とは難しい。その一方で、人口増加や高齢化社会への対応、多様化・複雑化する市民ニーズ

に応じた事業や支出の増加などは避けられない状況である。 
 浦安市では行政改革大綱や行政改革推進計画に基づく様々な行革や行政評価の導入などに

取り組んできたが、厳しくなっていく財政状況などといった環境の変化に対応し、限りある

資源（人・モノ・金）を無駄にせず、市政を効率的かつ効果的に運営していくため、さらに

積極的な行政改革を進めていく必要がある。 
 一方で、多くの市で行われているような予算の一律削減や廃止・縮小を前提とした事業の

見直しは好ましくない。 
 まだ財政的な余力を残している浦安市では、単純に事業・予算を削減するのではなく、徹

底した効率化によって、財政の健全性を保ちつつ市民満足度の高い「浦安に住んでいて良か

った」と思えるようなレベルの高い行政サービスを提供することを目標にした、独自の行政

改革を進めるべきである。 
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（６）行政評価制度の改善 
 
 行政評価は行政改革における有効なツールの一つである。 
 しかし現在のところ、内部評価を実施するだけに留まっているため、外部評価や市民意識

調査との連動など、評価・改善プロセスにおける市民参加の仕組みを整える必要がある。 
 また、施策・政策レベルの評価についても検討を始める時期に来ている。特に第２期基本

計画に掲載される各施策の達成度測定といった観点からも、施策評価については来年度から

実施に向けた取り組みを始めるべきである。 
 

１）浦安市の行政評価の現状と課題 

 
 浦安市では、平成 13 年度に行政評価導入方針を策定し、行政評価システムの構築に着手
した。 
 平成 14 年度からは実施範囲を拡大し、全事務事業に対して評価を実施している。また、
作成した評価表については、すべて外部に公開した（平成 15 年度からはインターネットで
も公表）。平成 17年度からは、施策評価の導入に向けた検討も始めている。 
 これまでのところ、事務事業評価のみを実施している。平成 14 年度から全ての事務事業
に対して評価を行う、作成した評価表も全面的に公開するなどといった、職員の意識改革等

に一定の効果はあったと推測されるものの、以下の４点について課題があると考える。 
① 行政評価手法の改善点 
 現在の事務事業評価については、評価対象事業が細分化されすぎていて、評価に要する

労力と結果が見合っていない事業があるという指摘がある。また、こうした詳細すぎる評

価制度を整備したことで、制度自体が形骸化してしまうのではないかという危惧もある。 
 今後は、事業の性質（市裁量の有無など）やコスト額の多寡に応じて、評価様式を簡略

化するなど、評価自体に関しても労力の軽減や効率化に努める必要がある。 
 また、成果指標について適切な設定が難しい事業も存在している。 
 加えて、行政評価全体の仕組みが未完成である。早急に施策評価などに取り組む必要が

ある。 
② 評価内容の客観性の担保 
 現在の事務事業評価については、内部職員による自己評価だけにとどまっているため、

評価結果について客観性が高いとは言い難い。このため、外部から見ると「市民との協働

という観点からは検討されていない感じがする」、「行財政改革について行政だけが努力し

ており、市民の関わりが少ない」という見方がある。 
③ 評価結果の活用方法が不明確 
 評価の結果が、市の行政運営にどう活用されているのかが不明確で、予算、組織編制、

人事配置等に評価結果を反映させる仕組みが構築されていない。 
④ 評価結果に市民ニーズが反映されていない 
 評価結果と市民が感じている充実度や満足度とにズレがあり、評価結果が市民のニーズ

を十分に反映したものになっていない。 
 こうした課題の根底にある原因は何か。 
 その最たるものは、行政評価によってどうやって市政の運営状況に関する正確な情報を市

民に提供し、逆に市民側の意見を取り込んで今後の市政の方向性決定にどう反映するのか、

その仕組みが明快になっていないことだろう。 
 行政評価制度は未完成で改善点が多数あるが、今後の構築・活用については、この点をど

う解消するかを念頭において考えていかなくてはならない。 
 

２）行政評価制度の改善の方向性 

 
 市民は行政サービスの顧客であると同時に都市行政の主体である。また、都市経営の結果

として生じる利害を直接的に被る存在である。 
 行政評価の目的は、こうした市民の位置付けを理解し、市民の参画を積極的に得ながら最
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小のコストで最大の満足や価値を受けられる都市経営を達成することにある。 
 そのためには、次のような「より積極的に市民の考えを取り入れられる行政評価手法」を

実施することが必要であると考える。 
① 評価機関による二次評価 
 結果的に事業の廃止を含む見直しにつながるような評価を行うには、やはり行政内部評

価だけでは限界があり、市民ニーズが反映されるような評価システムが必要である。 
 このため、学識者や市民代表といった外部委員のみで構築される評価機関を設置し、行

政職員が行う一次評価に加えて、外部の目による二次評価を実施するべきである。 
② 市民意識調査との連動 
 現在の事務事業評価については、市民意識調査などと十分に関連性を持たないまま実施

されているが、一部の事務事業に対する評価や今後実施すべき施策評価に関しては、市民

意識調査による市民満足度評価等の結果を成果指標のひとつとするなど、積極的な連動を

図っていくことが欠かせない。市民意識調査の改善とともに、行政評価制度の改正を行い、

両者の連動を実施する必要がある。 
③ 事前評価の仕組みを整備 
 施設の設置など金額の大きい事業や政策的な事業については、事後評価では効果が限ら

れてしまう。事前評価の仕組みを整備することで、こうした事業について市民のチェック

を効果的に働かせるようにすべきである。 
④ 施策評価・政策評価の構築 
 行政評価の仕組みを考えるうえで、施策評価や政策評価を構築することは欠かせない。 
 特に施策評価については、事務事業と比べて市民が把握・評価しやすい単位であること

や直接市民生活に関わる事項であることなどから、評価機関による外部評価を根底に置い

た制度設計とすべきである。 
 施策評価については内部評価と評価機関による評価を同レベルのものと捉え、評価結果

が異なる施策については両者が出席する会議で最終結論を出すという仕組みを整えること

を提案したい。 
 ただし、施策・政策レベルは長期間に渡って計画・実施されたものもあるため、事務事

業評価のように必ずしも毎年実施する必要はない。２年に１回程度の頻度で実施すれば、

十分に成果は確保できるのではないか。 
⑤ 施策間・事務事業間の優先度評価についての検討 
 行政評価に基づいたスクラップ・アンド・ビルドの仕組みを確立するためには、次なる

段階として事業間の優先度評価に取り組む必要がある。実施に際しては、既にある程度結

果の蓄積がある事務事業評価間の優先度評価から行うことが望ましいと考える。 
 もちろん、こうした評価の結果については全面的に公表するべきである。 
 市民参加を通じてこそ、評価の公平性・透明性・客観性を高め、都市経営に評価結果を

反映させることができるといえる。 
 

◇ 行政評価制度改善の具体的な考え方（案） 

 

１）行政評価制度の体系化の検討 

 

① 行政評価の対象を３つに区分する 

ア．事務事業の評価 イ．施策の評価 ウ．政策の評価 

② 「行政関与のあり方に関する最終報告（平成18年11月答申）」による事務事業の４

分類により、評価対象グループを４つに区分する 

ア．法定受託事務 イ．法令による義務 ウ．法令による裁量 エ．守備範囲内 

③ 評価時期 

ア．事前評価：一定金額以上の施策もしくは事務事業に対して実施 

イ．中間評価（実施することが現実的かどうかは要検討） 

ウ．事後評価：すべての評価対象について実施 

④ 評価主体：評価機関を設置し、評価結果はすべて広報紙等により公開する 
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ア．法定受託事務・法令による義務 

 行政内部評価（注１）を基本とし、窓口業務は窓口市民投票（注２）やクレーム対

応結果を考慮する。 

イ．法令による裁量・守備範囲内 

 評価機関が指定した事業ごとに、行政内部と評価機関が各々評価し、それらの結果

を総合的に考慮する。評価機関は、専門家・専門機関に評価サポートを委託すること

ができるものとする。 

ウ．投資金額が大きく、賛否の分かれるものは、一定数の請願により窓口市民投票を実

施し、投票結果に従うものとする。 
（注１）行政内部評価：担当職員による評価＋上司評価（事業種別により課長・部長評価に区分） 

施策・政策評価については部長合議、三役合議などで評価する 

（注２）窓口市民投票：窓口業務に訪れた市民に「満足」「普通」「不満」の３種類のカードの

何れかを予め用意された投票箱に投票してもらい、それぞれの集計により窓口業務を評

価してもらうもので、月１～３回、12ヶ月連続して行なう 

 

２）評価基準・評価指標の検証・見直し検討 

 

① 評価基準の改善 

ア．法定受託事務・法令による義務 

→ヒトとモノの組合せによる内部効率性（金額、数量効果）の向上度合い 

イ．法令による裁量 

→事務事業数の削減（上記平成18年11月答申の基準に従う）と金額、数量効果な

いし一部については行政評価市民調査結果で評価する 

ウ．守備範囲内 

→事務事業数の削減（上記平成18年11月答申の基準に従う）および行政評価市民

調査結果と維持コストの両面から評価する 

② 評価指標の改善 

・「成果指標」は、各事業の目的に添ってどのくらい効果が上がっているのかを示す指

標とする。 

・「有効性の評価」では、効果が金額で示せるものはできるだけ金額で示す。 

・法定受託事務・法令による義務以外の事業の「公平性の評価」には、行政評価市民調

査結果など市民ニーズの度合いを指標に加える。 

・担当職員自らが事務事業の成果を振り返る仕組みに、可能な限り費用対効果などの客

観的評価が可能な数値指標を組み込む。 

 

３）事業仕分けの実施 

 
 事務事業の仕分けは、直接市民生活に関わる事項である。また、仕分けの結果によっては、

市民が事務事業の担い手となり得ることも想定される。このため、事業仕分けについては、

職員による事業仕分けやの市民や学識者で構成される専門委員会を組織し実施する方式が望

ましい。また、より多数の市民から意見を聞くため、内部・外部を問わず、全ての仕分け結

果をパブリック・コメントに掛けるようにしたい。 
 なお、事業総数が多いため、仕分け作業については数年間に分割して実施することが適切

である。仕分け結果の市民への周知という点でも分割が望ましい。 
 加えて、社会情勢の変化によって事業の位置づけは変化していく。このことから、仕分け

から４年以上が経過した事業については、再度事業仕分けに掛けるべきである。 
 なお、これら事務事業の仕分けの結果により、行政の「守備範囲内」とされた事業につい

ても、市民活動団体との「協働事業」や「民間委託」及び「料金化」の可能性を検討する仕

組みづくり（協働事業提案制度、事務事業改善提案制度、市場化テストなど）も必要である。 
【詳しくは「提言編：提言⑭：事務事業仕分け提言」参照】 
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あとがき 
 

 第２期基本計画への提言として、「都市経営」は、マネジメント側面からの提

言を試みたものです。基本計画、自治基本条例、人材教育、協働、行政改革を

含む、１４の提言のほかにも、各委員の専門分野からの種々の提言案が討議に

付されました。ともすれば現状の維持を前提とする安堵感の中で、予め問題意

識を持って、特定問題、局面に大きな危機を感じ、警鐘を鳴らし、問題を提起

することがあっても、それを共通の認識として課題化するに至らなかったもの

が多々ありました。今後別の機会において検討されることを期待しています。 
 討議に於いては、今後の課題として学ぶべき点がありました。 
 まず、時代、浦安の現状、そして個々問題についての「討議の前提の認識」

の共有の必要性があります。今回に於いては、「総合計画書」を始め、種々オリ

エンテーションを市から行っていただきました。 内容の理解の為に、普段か

らの情報、データへの接触、また、情報への信頼が大切でありました。情報が

過多ともいわれる一方、電子情報であれ、使いやすさ、開示の範囲などに限り

があり、検討にふすべき個々問題の検証そのものに手間取り、課題へと展開で

きなかったこともありました。情報社会にあって、更なる情報の電子データ化、

利便化、共有は、市民としても挑戦すべき課題と思いました。 
 討議における「言葉」については、用語の統一を試みました。「都市経営」「協

働」「公共」「自治」「事業」など、行政において用いられてきたものであれ、耳

慣れないものもあり討議においての理解に時間を要することがありました。重

要な手段としての予めの学習が必要でありましょう。 
 市民の意向を汲み取る調査についても、専門的に目的、設計、手法が論じら

れました。次々に研究が進められているとの実感をもち、より有効な情報活用

手段として充実していくことが望まれます。 
 次に、各委員の時間的制約の現実がありました。関心が極めて高い一方、第

一線で活躍中の市民委員の参加は大変貴重なものでありました。限られた討議

時間を補完する為に、オンラインでの意見交換も試みました。今後、第一線の

市民の参画を求める為に、このような方法も含め、工夫が求められます。 
 討議そのものについては、互いの理を理解し、且つ反論し、より高い結論へ

と進むことを目指しました。初めて顔をあわせる中では、このような討議形式

を支えるのは、委員間の交歓も、含め限られた機会での相互理解の醸成にある

と思います。 
 これらの点は、私たち市民自身の自己啓発によって改善されるものでもあり、

提言としての人材教育、市民大学等の展開によってその方向は示されていると

思います。 
 市民会議の開催、運営方法、市民委員の資格などにも議論は及びました。こ

の点は、提言⑩で提起した点です。これからの市民参画の種々の機会において、

市民が主導を心がけ、第一歩から挑戦することで、浦安ならではの工夫が次々

と生まれてくるものと信じています。 
 最後に、これまで種々支援、尽力いただいた全ての方々に感謝申し上げます

と共に、この提言が新たな一歩への礎となることを願っております。 
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